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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
自車両の制駆動力を制御する制駆動力制御手段を備え、自車両前方の複数の車両の内、自
車両直前の先行車と自車両との相対関係に基づく第１の目標制駆動力と、自車両直前の先
行車より前方の車両と自車両との相対関係に基づく第２の目標制駆動力と、を選択しなが
ら自車両の制駆動力を制御する走行支援装置であって、
自車両の運転者が、前記制駆動力制御手段による制御によって自車両に生じる加減速度の
根拠を自車両直前の先行車より前方の走行状況より把握することが可能かどうかを推定し
、
自車両の運転者が、加減速度の根拠を把握することが不可と推定されるときには、前記制
駆動力制御手段は、前記第１の目標制駆動力に基づいて、自車両の制駆動力を制御するこ
とを特徴とする走行支援装置。
【請求項２】
入力される目標制駆動力に応じて自車両の制駆動力を制御する制駆動力制御手段と、
自車両前方の複数の車両についてその走行状況を表す走行情報を獲得する走行情報獲得手
段と、
前記走行情報獲得手段によって取得された走行情報に基づいて、自車両直前の先行車と自
車両との相対関係が、目標とする相対関係となり得る第１の目標制駆動力を算出する第１
の目標制駆動力算出手段と、
前記走行情報獲得手段によって取得された走行情報に基づいて、自車両直前の先行車より
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前方の車両と自車両と自車両との相対関係が、目標とする相対関係となり得る第２の目標
制駆動力を算出する第２の目標制駆動力算出手段と、
自車両の運転者が、前記制駆動力制御手段による制御によって自車両に生じる加減速度の
根拠を自車両直前の先行車より前方の走行状況より把握することが可能かどうかを推定す
る加減速根拠把握推定手段と、
当該加減速根拠把握推定手段での推定結果に応じて、前記運転者が前記加減速度の根拠を
把握可能と推定されるときには前記第２の目標制駆動力を選択し、前記加減速度の根拠を
把握していないと推定されるときには前記第１の目標制駆動力を選択しこれを前記目標制
駆動力として前記制駆動力制御手段に出力する目標制駆動力選択手段と、を備えることを
特徴とする走行支援装置。
【請求項３】
前記先行車の未来の車両挙動を推定する先行車挙動推定手段と、
当該先行車挙動推定手段で推定される前記先行車の未来の車両挙動に基づいて、未来の先
行車と自車両との相対関係を目標とする相対関係にし得る第３の目標制駆動力を算出する
第３の目標制駆動力算出手段と、を備え、
前記目標制駆動力選択手段は、前記加減速根拠把握推定手段で前記運転者が前記加減速度
の根拠を把握不可と推定され且つ、前記先行車挙動推定手段で前記先行車がしきい値以上
の減速度で減速すると予測されるときには、前記第３の目標制駆動力又は、前記第３の目
標制駆動力と前記第１の目標制駆動力とのうち自車両に発生する減速度がより大きい方を
、前記目標制駆動力として選択することを特徴とする請求項２に記載の走行支援装置。
【請求項４】
前記加減速根拠把握推定手段は、自車両の運転者が、前記先行車の直前を走行する先々行
車を目視確認することができると推定されるとき、前記加減速度の根拠を把握可能と推定
することを特徴とする請求項２又は請求項３に記載の走行支援装置。
【請求項５】
自車両と、前記先行車と、前記先々行車との配置状況を検出する配置状況検出手段を備え
、
前記加減速根拠把握推定手段は、前記配置状況検出手段で検出される配置状況に基づき、
自車両の運転者が、前記先々行車を、目視可能かどうかを判断することを特徴とする請求
項４に記載の走行支援装置。
【請求項６】
前記先行車の前記走行情報として、前記先行車の車両の大きさを表す車両属性信号を獲得
し、
前記加減速根拠把握推定手段は、前記車両属性信号に基づき前記先行車が自車両よりも小
型の車両であると判断されるときに、自車両の運転者は、前記先々行車を目視可能と判断
することを特徴とする請求項４又は請求項５に記載の走行支援装置。
【請求項７】
自車両に搭載され且つ自車両前方の車両と自車両との間の距離を計測する車間距離検出手
段を備え、
前記加減速根拠把握推定手段は、前記走行情報獲得手段で獲得した走行情報から検出され
る前記先々行車及び自車両間の車間距離と、前記車間距離検出手段で検出される車間距離
のうちの何れかとが同等であるとき、自車両の運転者は、前記先々行車を目視可能と判断
することを特徴とする請求項４から請求項６の何れか１項に記載の走行支援装置。
【請求項８】
前記先行車のウインカの作動状況を検出するウインカ作動状況検出手段を備え、
前記加減速根拠把握推定手段は、前記ウインカ作動状況検出手段での検出状況に基づき前
記先行車のウインカが作動していると判断されるときに、自車両の運転者は、前記先々行
車を目視可能と判断することを特徴とする請求項４から請求項７の何れか１項に記載の走
行支援装置。
【請求項９】
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前記走行情報獲得手段は、前記走行情報としてウインカの作動情報を含み、
前記ウインカ作動状況検出手段は、前記走行情報獲得手段で獲得した走行情報に含まれる
前記ウインカの作動情報からウインカの作動状況を検出することを特徴とする請求項８に
記載の走行支援装置。
【請求項１０】
前記ウインカ作動状況検出手段は、前記先行車のウインカ部分を撮像する撮像手段を備え
、
前記撮像手段の撮像画像からウインカの作動状況を検出することを特徴とする請求項８に
記載の走行支援装置。
【請求項１１】
前記先行車の制動状況を検出する先行車制動状況検出手段及び前記先行車と自車両との接
近度合を検出する接近度合検出手段の少なくとも何れか一方を備え、
前記加減速根拠把握推定手段は、前記先行車制動状況検出手段で前記先行車が制動状態に
あると判断されるとき又は前記接近度合検出手段の検出結果から自車両が先行車に接近し
過ぎる傾向にあると判断されるとき、自車両の運転者が、前記加減速度の根拠を把握可能
と推定することを特徴とする請求項２から請求項１０の何れか１項に記載の走行支援装置
。
【請求項１２】
前記接近度合検出手段は、前記先行車と自車両との間の車間時間（＝車間距離／自車速）
、前記先行車への自車両の接近速度、及び前記先行車と自車両との間の衝突余裕時間（＝
車間距離／相対速度）のうちの少なくとも何れか１つを検出することを特徴とする請求項
１１に記載の走行支援装置。
【請求項１３】
前記先行車の未来の車両挙動を推定する先行車挙動推定手段と、前記先行車と自車両との
未来の相対関係を推定する相対関係推定手段とのうちの少なくとも何れか一方を備え、
前記加減速根拠把握推定手段は、前記先行車挙動推定手段で前記先行車の所定時間後の減
速度がしきい値以上となると予測されるとき、又は、前記相対関係推定手段で所定時間後
、自車両が前記先行車に対して接近し過ぎる状態にあると予測されるときに、自車両の運
転者が、前記加減速度の根拠を把握可能と推定することを特徴とする請求項２から請求項
１２の何れか１項に記載の走行支援装置。
【請求項１４】
前記相対関係推定手段は、前記先行車と自車両との間の車間時間（＝車間距離／自車速）
、前記先行車への自車両の接近速度、及び前記先行車と自車両との間の衝突余裕時間（＝
車間距離／相対速度）のうちの少なくとも何れか１つを検出することを特徴とする請求項
１３に記載の走行支援装置。
【請求項１５】
前記減速度のしきい値は、エンジンブレーキによる減速度相当の値に設定されることを特
徴とする請求項１３又は請求項１４に記載の走行支援装置。
【請求項１６】
前記第２の目標制駆動力算出手段は、前記先行車及び自車両間の車間距離を適値とし得る
制駆動力を前記第２の目標制駆動力として算出することを特徴とする請求項２から請求項
１５の何れか１項に記載の走行支援装置。
【請求項１７】
前記第２の目標制駆動力算出手段は、前記先行車及び自車両間の車間距離を適値とし得る
制駆動力と、少なくとも前記先行車の直前を走行する先々行車及び自車両間の車間距離を
適値とし得る制駆動力にオフセット値を加算した値とのうちの何れか小さい方を、前記第
２の目標制駆動力として算出することを特徴とする請求項２から請求項１５の何れか１項
に記載の走行支援装置。
【請求項１８】
前記第２の目標制駆動力算出手段は、前記先行車及び自車両間の車間距離を第１の目標車
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間距離とし得る制駆動力と、少なくとも前記先行車の直前を走行する先々行車及び自車両
間の車間距離を第２の目標車間距離とし得る制駆動力とのうちの何れか小さい方を、前記
第２の目標制駆動力として算出し、
前記第２の目標車間距離は、前記第１の目標車間距離よりも長く且つ前記第１の目標車間
距離近傍の値に設定されることを特徴とする請求項２から請求項１５の何れか１項に記載
の走行支援装置。
【請求項１９】
前記第２の目標制駆動力算出手段は、前記先行車及び自車両間の車間距離を適値とし得る
制駆動力を算出し、当該制駆動力が自車両に減速度を発生させる制駆動力であるか加速度
を発生させる制駆動力であるかに応じて、前記第１の目標制駆動力を制限した値を、前記
第２の目標制駆動力として算出することを特徴とする請求項２から請求項１５の何れか１
項に記載の走行支援装置。
【請求項２０】
前記第２の目標制駆動力算出手段は、前記制駆動力が自車両に加速度を発生させる制駆動
力であるときには、前記第１の目標制駆動力を、自車両に第１のしきい値以上の減速度が
発生し得ない値に制限し、
前記第１の目標制駆動力が、自車両に減速度を発生させる制駆動力であるときには、前記
第１の目標制駆動力を、自車両に第２のしきい値以上の加速度が発生し得ない値に制限す
ることを特徴とする請求項１９に記載の走行支援装置。
【請求項２１】
自車両の制駆動力を制御する制駆動力制御手段を備え、自車両前方の複数の車両の内、自
車両直前の先行車と自車両との相対関係に基づく第１の目標駆動力と、自車両直前の先行
車より前方の車両と自車両との相対関係に基づく第２の目標駆動力と、を選択しながら自
車両の制駆動力を制御する走行支援方法であって、
自車両の運転者が、前記制駆動力制御手段による制御によって自車両に生じる加減速度の
根拠を自車両直前の先行車より前方の走行状況より把握することが可能かどうかを推定し
、
自車両の運転者が、加減速度の根拠を把握することが不可と推定されるときには、前記第
１の目標駆動力に基づいて、自車両の制駆動力を制御することを特徴とする走行支援方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自車両前方を走行する前方車両と自車両との相対関係を適切な相対関係に維
持するようにした走行支援装置及び走行支援方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、先行車と自車両との間の車間距離をレーダ等で検出し、この車間距離が目標とす
る車間距離となるように、エンジン出力や制動流体圧を制御することで自車両の車速を制
御し、先行車と自車両との間の車間距離が適値となるように制御を行うようにした車間距
離制御装置が提案されている。
　例えば、特許文献１には、自車両と同一レーンを走行する先行車と、この先行車に先行
して走行する先々行車とを検出し、各車両と自車両との間の車間距離と、各車両の加減速
度とから、それぞれの車両に対する自車両の目標加速度及び目標減速度を算出し、目標減
速度に関しては減速度の大きい方を選択し、目標加速度については加速度の小さい方を選
択し、これら目標減速度又は目標加速度を発生させるよう自車両の制駆動力を制御するこ
とで先行車との車間距離を制御するようにした運転支援システムが提案されている。
【特許文献１】特開２００２－１０４０１５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００３】
　上述の従来の運転支援システムでは、先々行車及び先行車について、それぞれに対する
目標減速度が大きい方、又は目標加速度の小さい方を目標値として選択し、自車両の制駆
動力を制御している。このため、例えば、一定速度で追従走行している状態から、先々行
車が減速し、且つ先行車が引き続き一定速度で走行している場合には、先々行車に対する
目標減速度が目標値として選択されることから、自車両は減速することになる。このとき
、先行車は一定速度で走行していることから、自車両が減速すると自車両と先行車との車
間距離が大きくなることになる。このため、先行車は一定速度で走行しているにも関わら
ず自車両が減速し先行車との車間距離が大きくなるため自車両の運転者に違和感を与える
場合がある。
【０００４】
　このような違和感を与える状況は、上記の他、例えば、一定速度で追従走行している状
態から、先々行車が減速し且つ先行車が加速する場合や、先々行車が減速し且つ先行車が
緩減速する場合も同様であって、この場合にも同様の違和感を運転者に与える可能性があ
る。さらに、一定速度で追従走行している状態から先々行車が一定速度を保ち且つ、先行
車が加速する場合には、先行車が加速するにも関わらず自車両は加速しないため、先行車
との間の車間距離が大きくなってしまい、この場合も同様に運転者に違和感を与える可能
性がある。
【０００５】
　ここで、前記従来の運転支援システムにおいては、先行車や先々行車の検出には、ミリ
波レーダを用いているが、先行車や先々行車を検出する方法として、ミリ波レーダの他に
、例えば車々間通信システムによって検出することも可能である。すなわち、ＧＰＳによ
って検出した車両位置情報や車速を、車載通信機を介して車両間で情報交換を行うことで
、先行車や先々行車、さらにその先の車両の走行状況をも把握することができ、これら、
自車両前方を走行する複数の車両を含めて自車両の制駆動力制御を行うことができる。こ
のように、車々間通信システムを用いて自車両前方の車両の走行状況を検出するようにし
た場合には、自車両よりも前方に位置する走行車両ほど、自車両の運転者はその走行状況
を把握しにくいことから、このように運転者がその走行状況を把握しにくい車両の走行状
況の変化によって自車両に加減速が生じた場合には、特に、自車両に加減速度が発生する
根拠がわからず、運転者は違和感を覚えることになる。
【０００６】
　そこで、この発明は、上記従来の未解決の問題に着目してなされたものであり、自車両
前方の車両の走行状況を運転者が把握しにくいことに起因して、自車両の加速又は減速に
対して、運転者に違和感を与えることを回避することの可能な走行支援装置及び走行支援
方法を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
上記目的を達成するために、本発明に係る走行支援装置は、自車両前方の複数車両の内、
自車両直前の先行車と自車両との相対関係に基づく第１の目標制駆動力と、自車両直前の
先行車より前方の車両と自車両との相対関係に基づく第２の目標制駆動力と、を選択しな
がら自車両の制駆動力を制御する。
このとき、制駆動力制御手段による制御によって自車両に生じる加減速の根拠を自車両直
前の先行車より前方の走行状況より自車両の運転者が把握可能かどうかを推定し、運転者
が加減速の根拠を把握不可と推定されるときには、第１の目標制駆動力に基づいて自車両
に作用する制駆動力を制御する。
【発明の効果】
【０００８】
本発明に係る走行支援装置によれば、制駆動力制御手段による制御によって自車両に生じ
る加減速の根拠を自車両直前の先行車より前方の走行状況より運転者が把握不可と推測さ
れるときには、前記第１の目標制駆動力に基づいて自車両に作用する制駆動力を制御する
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から、自車両の運転者が加減速の根拠を把握しやすい先行車と自車両とが、目標とする相
対関係となるように制駆動力が制御される傾向となって、加減速の根拠を運転者が把握し
ていない状態で自車両が加減速することによって、運転者に違和感を与えることを回避す
ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。
　まず、第１の実施の形態を説明する。
　図１は、本発明における走行支援装置１００の機能構成を示す構成図である。
　図１中、１は他車両との間で車々間通信を行うための車々間通信機、２は自車両の走行
速度を検出する車速センサ、３は例えばＧＰＳ等の自車両の現在位置を検出するための自
車位置特定装置であって、前記車々間通信機１、車速センサ２、自車位置特定装置３の検
出信号は、コントローラ１０に入力される。
【００１０】
　前記車々間通信機１は、自車両周囲の他車両との間で車々間通信を行い、他車両の走行
情報を獲得する。この走行情報は、他車両の現在の位置座標、車速、また、ストップラン
プの作動情報、ウインカの作動情報、車両の大きさを表す車両属性情報等で構成される。
なお、他車両も、自車両と同様に、ＧＰＳ等の自車位置特定装置、車速センサ等を備え、
該車両の現在位置や、車速を検出すると共に、前記ストップランプの作動情報、ウインカ
の作動情報、車両属性情報等からなる走行情報を生成し、これを予め設定したタイミング
で車々間通信により送信する。同様に自車両においても、走行情報を生成し、これを予め
設定したタイミングで車々間通信により送信する。これによって、自車両及び他車両が、
互いにその走行状況を表す走行情報を把握することになる。
【００１１】
　前記コントローラ１０は、例えば、マイクロコンピュータ等で構成され、前記車々間通
信機１、車速センサ２、自車位置特定装置３からの検出信号に基づいて、自車両前方の他
車両の走行状態を把握し、他車両の走行状態に基づいて、自車両前方を走行する前方車両
と自車両との相対関係を、所定の関係に維持するための、制動力及び駆動力（以後、制駆
動力ともいう。）を算出し、これら制動力及び駆動力を自車両に発生させるための目標エ
ンジントルクや目標ブレーキ液圧を算出し、これに基づいて制駆動力制御信号を生成し、
これを制駆動力制御装置２０に出力する。
【００１２】
　この制駆動力制御装置２０は、スロットル開度信号に応じてスロットルバルブを開閉し
、エンジンの吸入空気量を変えてエンジン出力を調節するスロットルアクチュエータ、車
速及びスロットル開度に応じて変速比を変える自動変速機等を備えて構成され、エンジン
出力を制御する、公知のエンジン出力制御装置と、運転者のブレーキペダル操作に関わら
ず車両に制動力を発生させる制動制御装置とを備えている。この制駆動力制御装置２０は
、コントローラ１０からの制駆動力制御信号に基づいて各部を制御し、指定された目標エ
ンジントルクや目標ブレーキ液圧に応じた制動力又は駆動力を発生させる。
【００１３】
　コントローラ１０は、図１に示すように、自車両前方の複数の前方車両を制御対象とし
、これら複数の前方車両と自車両との相対関係が適切な相対関係となるように自車両の車
速を制御するための第１の目標制駆動力を算出する第１の目標制駆動力演算部１１と、自
車両の運転者が、自車両に加減速度が発生する根拠を把握しやすい先行車と自車両との相
対関係に重みをおき、先行車と自車両との相対関係が適切な相対関係となるように自車両
の車速を制御するための第２の目標制駆動力を算出する第２の目標制駆動力演算部１２と
、制駆動力制御により自車両に生じる加減速度の根拠、すなわち、加減速度が生じる根拠
を運転者が把握可能かどうかを推定する加減速根拠把握推定部１３と、加減速根拠把握推
定部１３での推定結果に応じて、前記第１の目標制駆動力演算部１１で算出された第１の
目標制駆動力及び第２の目標制駆動力演算部１２で算出された第２の目標制駆動力の何れ
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か一方を選択しこれを目標制駆動力として出力する目標制駆動力切り換え部１４と、目標
制駆動力切り換え部１４からの目標制駆動力をもとに、この目標制駆動力を発生させるた
めの、目標エンジントルクや目標ブレーキ液圧を算出する制駆動力制御処理部１５とを備
えている。
【００１４】
　図２は、コントローラ１０で実行される制駆動力制御処理の処理手順の一例を示すフロ
ーチャートである。
　コントローラ１０では、車々間通信により自車両の周辺に存在する周辺車両の走行情報
を入力すると、各車両にＩＤ番号を付与し、各周辺車両からの走行情報を、ＩＤ番号と対
応づけて所定の記憶領域に格納する。そして、各周辺車両についてその位置情報から、周
辺車両の位置を把握し、自車両の走行路前方に位置する前方車両を制御対象車両として認
識する。ここでは、自車両の前方車両として自車両直前の先行車及びこの先行車の直前を
走行する先々行車の２台が存在する場合について説明する。
【００１５】
　制駆動力制御処理では、まずステップＳ１の処理で、制御対象車両についてその位置座
標及び車速を読み込む。例えば、ＩＤ番号１の前方車両Ｍ１の位置座標をＰ１（ｘ１，ｙ
１）、車速をＶ１とし、また、ＩＤ番号２の前方車両Ｍ２の位置座標をＰ２（ｘ２，ｙ２
）、車速をＶ２とする。なお、位置座標を表すＸＹ座標は、例えば北をＹ軸、東をＸ軸と
する。また、自車位置特定装置３で検出された自車両の位置座標及び車速センサ２で検出
された自車速を読み込む。例えば、自車両の位置座標をＰ０（ｘ０，ｙ０）、自車速をＶ
０とする。
【００１６】
　次いで、ステップＳ２に移行し、自車両と各前方車両との間の車間距離及び相対速度を
算出する。
　自車両から前方車両Ｍ１までの車間距離Ｌ１及び自車両から前方車両Ｍ２までの車間距
離Ｌ２は、次式（１）から算出する。
　　　Ｌ１＝｛（ｘ０－ｘ１）2＋（ｙ０－ｙ１）2｝1/2

　　　Ｌ２＝｛（ｘ０－ｘ２）2＋（ｙ０－ｙ２）2｝1/2　　　　　　　　……（１）
　なお、ここでは、Ｌ１＜Ｌ２とする。つまり、前方車両Ｍ１が先行車、前方車両Ｍ２が
先々行車である。
【００１７】
　また、自車両と前方車両Ｍ１との相対速度ＶＲ１、自車両と前方車両Ｍ２との相対速度
ＶＲ２は、次式（２）から算出する。
　　　ＶＲ１＝Ｖ１－Ｖ０
　　　ＶＲ２＝Ｖ２－Ｖ０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（２）
　次いで、ステップＳ３に移行し、自車両前方の複数の前方車両と自車両との相対関係が
適切な相対関係となるように自車両の車速を制御するための第１の目標制駆動力Ｆｃ１を
算出する。
【００１８】
　まず、前方車両Ｍ１に対する目標制駆動力を算出する。具体的には、ステップＳ２で算
出した、自車両と前方車両Ｍ１との間の車間距離Ｌ１を、車間距離指令値Ｌ１ｃに一致さ
せるための制駆動力を算出する。
　前記車間距離指令値Ｌ１ｃは、自車両において確保したい車間時間をＴ１としたとき、
前方車両Ｍ１の車速Ｖ１と車間時間Ｔ１との積として算出される（Ｌ１ｃ＝Ｔ１×Ｖ１）
　そして、例えば、図３に示すブロック図で構成される車間距離制御演算を行い、次式（
５）にしたがって、前方車両Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１ｃを算出する。
【００１９】
　前記車間距離制御演算では、図３に示すように、車々間通信により獲得した前方車両Ｍ
１の現在位置Ｐ１及び車速Ｖ１と自車両の現在位置Ｐ０及び自車速Ｖ０とをもとに、演算
部３０で前方車両Ｍ１及び自車両間の車間距離Ｌ１及び相対速度ＶＲ１を算出し、減算器
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３１で、車間距離指令値Ｌ１ｃから演算部３０で算出した車間距離Ｌ１を減算して車間距
離偏差を算出し、算出した車間距離偏差に乗算器３２で距離ゲインＫＬ１を乗算し、その
乗算出力を減算器３３に供給して、演算部３０で算出した相対速度ＶＲ１に乗算器３４で
速度ゲインＫＶ１を乗算した値から減算し、この減算結果に乗算器３５で自車車重Ｍｖを
乗算することにより、次式（３）で表される車間距離Ｌ１及び相対速度ＶＲ１に基づく目
標制駆動力Ｆ１ｃを算出するように構成されている。
　　　Ｆ１ｃ＝｛ＶＲ１・ＫＶ１－（Ｌ１ｃ－Ｌ１)・ＫＬ１｝・Ｍｖ　　　……（３）
【００２０】
　ここで、前方車両Ｍ１の車速Ｖ１から実車間距離Ｌ１までの伝達特性Ｇ１（ｓ）は、次
式（４）で表される。なお、（４）式中のｓはラプラス演算子である。
　　　Ｇ１（ｓ）＝Ｂ１（ｓ）／Ａ１（ｓ）　　　……（４）
　　　　　　Ｂ１（ｓ）＝ｓ＋Ｔ１・ＫＬ１
　　　　　　Ａ１（ｓ）＝ｓ2＋ＫＶ１・ｓ＋ＫＬ１
　前記（４）式から、ゲインＫＶ１及びＫＬ１を適当な値に設定することで、伝達特性を
変更することができ、車間距離応答を所望の応答特性にすることが可能であることがわか
る。
　同様の手順で、前方車両Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２ｃを算出する。この場合、車間
距離指令値Ｌ２ｃは、確保したい車間時間をＴ２としたとき、前方車両Ｍ２の車速Ｖ２と
車間時間Ｔ２との積から算出する。
【００２１】
　そして、自車両と前方車両Ｍ２との間の車間距離Ｌ２を、車間距離指令値Ｌ２ｃに一致
させるための目標制駆動力Ｆ２ｃは、次式（５）から算出する。なお、（５）式中のＫＶ
２及びＫＬ２は制御ゲインである。
　　　Ｆ２ｃ＝｛ＶＲ２・ＫＶ２－（Ｌ２ｃ－Ｌ２）・ＫＬ２｝・Ｍｖ　　　……（５）
　また、前方車両Ｍ２の車速Ｖ２から実車間距離Ｌ２までの伝達特性Ｇ２（ｓ)は次式（
６）で表される。なお、（６）式中のｓはラプラス演算子である。
　　　Ｇ２（ｓ）＝Ｂ２（ｓ）／Ａ２（ｓ）　　　　　　　……（６）
　　　　　　Ｂ２（ｓ）＝ｓ＋Ｔ２・ＫＬ２
　　　　　　Ａ２（ｓ）＝ｓ2＋ＫＶ２・ｓ＋ＫＬ２
【００２２】
　なお、制御ゲインＫＶ１とＫＶ２、制御ゲインＫＬ１とＫＬ２とは、同じ値としても良
いが、自車両から遠い位置に存在する前方車両ほど、より小さなゲインとなるように設定
し、自車両により近い位置に存在し、自車両に与える影響がより大きい前方車両に対する
車間距離制御に、より重みを置くようにしてもよい。
　なお、車間時間は、自車両から遠い位置に存在する車両に対する車間時間ほど大きくな
るように設定される。ここでは、前方車両Ｍ１を先行車、前方車両Ｍ２を先々行車とし、
Ｔ１、Ｔ２は、Ｔ１＜Ｔ２を満足するように設定する。
　このようにして、前方車両Ｍ１及びＭ２について目標制駆動力Ｆ１ｃ及びＦ２ｃを算出
したならば、これらを比較し、値の小さい方を、第１の目標制駆動力Ｆｃ１として設定す
る。つまり、減速度の場合には減速度がより大きい方を選択し、また加速度の場合には加
速度がより小さい方を選択する。
【００２３】
　つまり、この第１の目標制駆動力は、例えば自車両の直前を走行する先行車が車線変更
した場合等、それまでの先々行車が新たに先行車となった場合であっても、先行車の切り
替わりに伴って自車両に加減速が生じることを回避し、先行車の切り替わりに関わらず、
安定した追従走行を継続することを可能とするための制駆動力である。
　なお、前方車両が３台以上の場合も同様であって、各前方車両について目標制駆動力を
算出し、全ての前方車両についての目標制駆動力のうち、値の最も小さいものを選択しこ
れを第１の目標制駆動力Ｆｃ１として設定する。
【００２４】
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　このようにして、第１の目標制駆動力Ｆｃ１を算出したならば、ステップＳ４に移行し
、次に、自車両直前を走行する先行車に重みをおき、先行車と自車両との相対関係が適切
な相対関係となるように自車両の車速を制御するための第２の目標制駆動力Ｆｃ２を算出
する。この第２の目標制駆動力Ｆｃ２は、その算出方法として、次の第１の算出方法から
第４の算出方法のうちの何れかを用いることができる。
【００２５】
　まず、第１の算出方法は、自車両直前を走行する先行車と自車両との間の車間距離が適
値となり得るように車間距離制御を行ったときの目標制駆動力を、第２の目標制駆動力Ｆ
ｃ２とする方法である。
　つまり、前記ステップＳ３で算出した、先行車に相当する前方車両Ｍ１の目標制駆動力
Ｆ１ｃを算出した場合と同様の手順で、自車両と先行車との車間距離Ｌ１を車間距離指令
値Ｌ１２ｃに一致させるための目標制駆動力Ｆ１２ｃを算出する。前記車間距離指令値Ｌ
１２ｃは、確保したい車間時間をＴ１２としたとき、先行車の車速Ｖ１と車間時間Ｔ１２
との積で算出される。
【００２６】
　そして、目標制駆動力Ｆ１２ｃは、次式（７）で算出する。なお、式中のＫＶ１２及び
ＫＬ１２は、制御ゲインである。
　　　Ｆ１２ｃ＝｛ＶＲ１・ＫＶ１２－（Ｌ１２ｃ－Ｌ１）・ＫＬ１２｝・Ｍｖ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（７）
　そして、このようにして算出した目標制駆動力Ｆ１２ｃを、第２の目標制駆動力Ｆｃ２
とする。
【００２７】
　次に、第２の目標制駆動力Ｆｃ２の第２の算出方法を説明する。
　この第２の算出方法は、前記ステップＳ３で第１の目標制駆動力Ｆｃ１を算出した場合
と同様の手順で、各前方車両について車間距離制御演算を行い、各前方車両と自車両との
間の車間距離を適値とし得る目標制駆動力を算出し、これらのうちの最も小さい値を、第
２の目標制駆動力Ｆｃ２とするが、このとき、先行車を除く前方車両、つまり、ここでは
、先々行車に対応する目標制駆動力に、オフセット値α（α＞０）を加算し、先行車を除
く前方車両に対応する目標制駆動力が、第２の目標制駆動力Ｆｃ２として選択されにくく
する。つまり、先行車と自車両との相対関係に重みをおいた目標制駆動力が設定されるこ
とになる。なお、前記オフセット値αは、先々行車のみに加算するようにしてもよく、ま
た、先行車を除く全ての前方車両に対して加算するようにしてもよい。
【００２８】
　具体的には、前方車両Ｍ１に対し、確保したい車間時間をＴ１２とし、前方車両Ｍ１の
車速Ｖ１と車間時間Ｔ１２とを乗算して車間距離指令値Ｌ１２ｃを算出する。そして、次
式（８）から前方車両Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１２ｃを算出する。
　　　Ｆ１２ｃ＝｛ＶＲ１・ＫＶ１２－（Ｌ１２ｃ－Ｌ１）・ＫＬ１２｝・Ｍｖ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（８）
【００２９】
　同様に、前方車両Ｍ２に対し、確保したい車間時間をＴ２２とし、前方車両Ｍ２の車速
Ｖ２と車間時間Ｔ２２とを乗算して車間距離指令値Ｌ２２ｃを算出する。そして、次式（
９）から前方車両Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２２ｃを算出する。
　　　Ｆ２２ｃ＝｛ＶＲ２・ＫＶ２２－（Ｌ２２ｃ－Ｌ２）・ＫＬ２２｝・Ｍｖ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（９）
　そして、先々行車に対応する目標制駆動力Ｆ２２ｃにオフセットα（α＞０）を加算し
、先々行車に対する目標制駆動力“Ｆ２２ｃ＋α”と、先行車に対する目標制駆動力“Ｆ
１２ｃ”とを比較し、これらのうちの小さい方を選択し、これを第２の目標制駆動力Ｆｃ
２とする。
【００３０】
　次に、第２の目標制駆動力Ｆｃ２の第３の算出方法を説明する。
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　先行車を除く前方車両、この場合、先々行車である前方車両Ｍ２に対する車間時間Ｔ２
を、先行車Ｍ１に対する車間時間Ｔ１に近い値まで短くすると、通常、先々行車は、車間
時間Ｔ２以上の車間時間で走行しているため、先々行車に対する制駆動力は車間距離を縮
めようとして加速方向の目標制駆動力が演算されがちとなる。したがって、先々行車Ｍ２
及び先行車Ｍ１に対する目標制駆動力のうち小さい方を選択すれば、先行車Ｍ１に対する
目標制駆動力がより頻繁に選択されるようになる。したがって、先行車Ｍ１と自車両との
相対関係に重みをおいた目標制駆動力が設定されることになる。
【００３１】
　具体的には、先行車Ｍ１に対し、確保したい車間時間をＴ１２とし、先行車Ｍ１の車速
Ｖ１と車間時間Ｔ１２とを乗算して車間距離指令値Ｌ１２ｃを算出する。そして、前記（
８）式から先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１２ｃを算出する。
　同様に、先々行車Ｍ２に対し、確保したい車間時間をＴ２２とし、先々行車Ｍ２の車速
Ｖ２と車間時間Ｔ２２とを乗算して車間距離指令値Ｌ２２ｃを算出する。そして、前記（
９）式から先々行車Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２２ｃを算出する。
【００３２】
　なお、この第３の算出方法の場合、車間時間Ｔ１２、Ｔ２２は、Ｔ２２＞Ｔ１２を満足
し、且つＴ２２はＴ１２の近傍の値とする。
　そして、このようにして算出した、先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１２ｃと先々行
車Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２２ｃとを比較し、何れか小さい方を選択し、これを第２
の目標制駆動力Ｆｃ２とする。
【００３３】
　なお、自車両前方に先行車及び先々行車の他にも前方車両が存在する場合には、上記と
同様に、先々行車に対する車間時間のみを短く補正して目標制駆動力を算出するようにし
てもよく、また、先行車を除く全ての前方車両についてその車間時間を短く補正したとき
の目標制駆動力を算出し、これら目標制駆動力と先行車Ｍ１に対する目標制駆動力との中
から小さいものを第２の目標制駆動力Ｆｃ２として選択するようにしてもよい。
【００３４】
　次に、第２の目標制駆動力Ｆｃ２の第４の算出方法を説明する。
　この第４の算出方法では、前記第１の算出方法と同様の手順で、先行車Ｍ１のみに対す
る車間距離制御を行う場合の目標制駆動力を算出する。そして、この制駆動力に応じてス
テップＳ３で算出した第１の目標制駆動力Ｆｃ１を制限し、これを第２の目標制駆動力Ｆ
ｃ２とする。
　具体的には、先行車Ｍ１に対し、確保したい車間時間をＴ１２として、車間距離指令値
Ｌ１２ｃを算出し、前記（７）式から、先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１２ｃを算出
する。
【００３５】
　そして、算出した先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１２ｃが、自車両に加速度を発生
させるように作用する加速側の値であるときには、ステップＳ３で算出した第１の目標制
駆動力Ｆｃ１の減速度を例えば、エンジンブレーキ以上の減速度が生じないような値に制
限し、この制限した値を、第２の目標制駆動力Ｆｃ２とする。逆に目標制駆動力Ｆ１２ｃ
が自車両に減速度を発生させるように作用する減速側の値であるときには、ステップＳ３
で算出した第１の目標制駆動力Ｆｃ１を、加速度が発生させない値に制限し、これを第２
の目標制駆動力Ｆｃ２とする。
【００３６】
　つまり、先行車と自車両との相対関係からは、自車両は加速する必要があると判断され
且つ自車両前方の複数の前方車両と自車両との相対関係からは自車両は減速する必要があ
ると判断される場合には、エンジンブレーキ相当の減速度に制限し、先行車に対する相対
関係を優先して大きな減速度が発生しないようにする。逆に、先行車に対する相対関係か
らは、自車両は減速する必要があると判断され且つ自車両前方の複数の前方車両との相対
関係からは自車両は加速する必要があると判断される場合には、先行車に対する相対関係
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を優先し、加速度が発生しないように制限する。
【００３７】
　このようにして、ステップＳ４の処理で第２の目標制駆動力Ｆｃ２を算出したならば、
ステップＳ５に移行し、制駆動力制御によって自車両に加減速度が発生した際に、この加
減速度の発生した根拠を、運転者が把握可能かどうかを推定する。
　ここでは、先行車を除く前方車両、つまり先々行車等の挙動を運転者が目視確認しやす
い走行状態にあるとき、また、自車両が減速する根拠を運転者が認識することができる状
態にあるとき、また、自車両が減速する根拠を短時間内に運転者が認識することができる
と予測できる状態にあるときに、運転者が、加減速度が発生する根拠を把握可能と判断す
る。
【００３８】
　具体的には、以下の手順で判断する。
　まず、先行車を除く前方車両の挙動を運転者が目視確認しやすい走行状態にあるかどう
かの判断は、次の手順で行う。
　ここで、自車位置特定装置３のＧＰＳアンテナが、車両重心位置に相当するＸＹ座標上
に位置するものとする。
【００３９】
　まず、自車両の現在位置Ｐ０（ｘ０（ｋ），ｙ０（ｋ））と過去値Ｐ０（ｘ０（ｋ－１
），ｙ０（ｋ－１））とから、自車進行方向を求める。なお、ｋは、コントローラ１０の
サンプリング回数を表す整数である。自車両が直進すると仮定すると、１回のサンプリン
グによって変化するＸ軸方向の変化量に対するＹ軸方向の変化量が、現在位置と過去値と
を結ぶ直線の傾きaとなる。すなわち、傾きａは、次式（１０）で表すことができる。
　　　ａ＝｛ｙ０（ｋ)－ｙ０（ｋ－１）｝／｛ｘ０（ｋ)－ｘ０（ｋ－１）｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（１０）
【００４０】
　そして、この直線の垂線の傾きは次式（１１）で表すことができる。
　　　ｂ＝－１／ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（１１）
　図４に示すように、自車両の進行方向をＶ軸、自車両の進行方向に直交する軸をＵ軸と
したとき、Ｘ軸からみたＵ軸の傾きは、前記（１１）式で表される“ｂ”となる。したが
って、Ｘ軸とＵ軸とがなす角度θは、次式（１２）で表すことができる。
　　　θ＝ｔａｎ-1（ｂ）　　　　　　　　　　　　　　……（１２）
【００４１】
　次に、先々行車Ｍ２の右後端のＸＹ座標をＰ２Ｒ（ｘ２Ｒ，ｙ２Ｒ)、左後端のＸＹ座
標をＰ２Ｌ（ｘ２Ｌ，ｙ２Ｌ)とし、先行車Ｍ１の右後端ＸＹ座標をＰ１Ｒ（ｘ１Ｒ，ｙ
１Ｒ)、左後端のＸＹ座標をＰ１Ｌ（ｘ１Ｌ，ｙ１Ｌ)とし、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２
の後端のＸＹ座標を、自車進行方向をＶ軸、自車進行方向に直角な軸をＵ軸とし、自車重
心を原点としたＵＶ座標に変換する（配置状況検出手段）。
　このため、まず変換対象である、自車両のＸＹ座標位置から自車重心のＸＹ座標位置を
差し引き、ＸＹ座標及びＵＶ座標の原点を一致させたのち、次式（１３）を用いてＸＹ座
標（Ｐｘ，Ｐｙ）からＵＶ座標（Ｐｕ，Ｐｖ）への変換を行う。
【００４２】
【数１】

【００４３】
　次に、ＵＶ座標に変換された、先々行車Ｍ２の右後端のＵＶ座標をＰ２Ｒ（ｕ２Ｒ，ｖ
２Ｒ）、左後端のＵＶ座標をＰ２Ｌ（ｕ２Ｌ，ｖ２Ｌ)とし、先行車Ｍ１の右後端のＵＶ
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座標をＰ１Ｒ（ｕ１Ｒ，ｖ１Ｒ）、左後端のＵＶ座標をＰ１Ｌ（ｕ１Ｌ，ｖ１Ｌ)とする
。
　自車両の運転者のＵＶ座標をＰ０Ｄ（ｕ０Ｄ，ｖ０Ｄ)とし、運転者のＵＶ座標位置Ｐ
０Ｄと先々行車Ｍ２の右後端のＵＶ座標位置Ｐ２Ｒとを通る直線Ｌ２Ｒ、運転者のＵＶ座
標位置Ｐ０Ｄと先々行車Ｍ２の左後端のＵＶ座標位置Ｐ２Ｌとを通る直線Ｌ２Ｌ、運転者
のＵＶ座標位置Ｐ０Ｄと先行車Ｍ１の右後端Ｐ１Ｒとを通る直線Ｌ１Ｒ、運転者のＵＶ座
標位置Ｐ０Ｄと先行車Ｍ１の左後端Ｐ１Ｌとを通る直線Ｌ１Ｌについて、それぞれの直線
を表す式を求め、各々の直線とＵ軸とがなす角度を求める。ここで、直線Ｌ２ＲとＵ軸と
がなす角度をθ２Ｒ、直線Ｌ２ＬとＵ軸とがなす角度をθ２Ｌ、直線Ｌ１ＲとＵ軸とがな
す角度をθ１Ｒ、直線Ｌ１ＬとＵ軸とがなす角度をθ１Ｌとする。
【００４４】
　図５（ａ）、（ｂ）に示すように、各直線とＵ軸とがなす角度から、自車両の運転者が
先々行車Ｍ２を目視確認できる条件は、先々行車Ｍ２の右端が先行車Ｍ１の右側に見える
場合（θ２Ｒ＜θ１Ｒ）、または、先々行車Ｍ２の左端が先行車Ｍ１の左側に見える場合
（θ２Ｌ＞θ１Ｌ）となる。したがって、これら条件を満足する場合には、運転者は先々
行車Ｍ２の走行状況を把握することができ、すなわち、加減速度の根拠を把握可能と判断
し、根拠把握フラグＦｄｋを“０”に設定する。そして、これら条件を満足しない場合に
は、運転者は先々行車Ｍ２の走行状況を把握することができないため、加減速度の根拠を
把握することは不可と判断し、根拠把握フラグＦｄｋを“１”に設定する。
【００４５】
　なお、前方車両Ｍ１、Ｍ２の後端座標は、例えば車両の大きさを表す車両属性情報とし
て、大型車両が設定されている場合には、全長１２ｍ、幅２．５ｍとし、ＧＰＳアンテナ
取り付け位置は車両先端から２ｍの位置として、前方車両の位置座標から算出すればよい
。また、普通乗用車であれば、全長５ｍ、幅１．８ｍとし、ＧＰＳアンテナ取り付け位置
は車両前端から２ｍの位置として、前方車両の位置座標から算出すればよい。
　なお、ここでは、上述のように、前方車両の後端座標に基づいて先々行車Ｍ２を自車両
の運転者が目視確認することができるかどうかを判断するようにした場合について説明し
たがこれに限るものではない。
【００４６】
　例えば、先行車Ｍ１からの車両属性情報を参照し、自車の車両属性と比較する。ここで
、この車両属性情報は、例えば大型貨物車なら“４”、中型貨物車であれば“３”、普通
乗用車であれば“２”、軽自動車であれば“１”、バイクであれば“０”とするような信
号で構成されている。したがって、例えば自車の車両属性信号から先行車車両属性信号を
差し引き、結果が負であれば、先々行車Ｍ２は自車両の運転者から目視確認困難と判断し
、根拠把握フラグＦｄｋを“１”とし、結果が正であれば目視確認可能と判断し根拠把握
フラグＦｄｋを“０”とするようにしてもよい。このように車両属性情報に基づいて目視
可能かどうかを判断することによって、上述のような複雑な演算等を必要とすることなく
容易に判断することができる。
【００４７】
　また、市販のレーザレーダ等を運転者前方の車両前端に取り付け、車々間通信で得られ
た先々行車Ｍ２までの車間距離Ｌ１２と、レーザレーダからの前方車両の検出結果とを比
較し、レーザレーダの検出距離の中に先行車Ｍ２に相当する車間距離と同一の距離がある
場合は、レーザレーダによって先々行車Ｍ２を検出可能であることから自車両の運転者も
先々行車２を目視確認できると判断し、根拠把握フラグＦｄｋを“０”とし、そうでない
場合は、レーザレーダにより先々行車Ｍ２を検出できないことから自車両の運転者も目視
確認不可と予測し、根拠把握フラグＦｄｋを“１”に設定するようにしてもよい。このよ
うに、レーザレーダでの検出状況に基づいて目視可能かどうかを判断することによって、
複雑な演算等を必要とすることなく容易に判断することができる。なお、レーザレーダに
限るものではなく、自車両と前方車両との間の車間距離を検出することの可能な自車両に
搭載された車間距離検出手段であればよく、例えば、カメラ等の撮像手段を設け、この撮
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像手段の撮像画像から前方車両までの距離を計測するようにしてもよい。
【００４８】
　また、一般的に、自車両と先行車Ｍ１との車両属性が同等であれば、自車両から先々行
車Ｍ２を目視確認できるか否かは、自車両と先行車Ｍ１との車幅方向の重なり度合を表す
ラップ率、カーブ半径、自車両と先行車Ｍ１との車間距離で決まるため、予めこれらの値
と先々行車Ｍ２が目視確認できるか否かの関係を計算しておき、この計算結果と、現在の
、自車両と先行車Ｍ１とのラップ率、カーブ半径、先行車Ｍ１との車間距離Ｌ１とに基づ
いて、先々行車Ｍ２を目視することが可能かどうかを判断し、根拠把握フラグＦｄｋを設
定するようにしてもよい。これによって、目視可能かどうかの判断を容易に行うことがで
きる。
【００４９】
　また、上記各種方法によって根拠把握フラグＦｄｋが“０”に設定され、運転者は先々
行車Ｍ２を目視確認不可と判断された場合であっても、車々間通信により獲得した先行車
Ｍ１のウインカ信号を参照し、ウインカ信号がＯＮの場合は、先行車Ｍ１が車線変更する
と判断し、自車両の運転者は比較的短時間以内に先々行車Ｍ２を目視確認できると判断し
て、根拠把握フラグＦｄｋを“０”に変更するようにしてもよい。これによって、比較的
短時間以内に先々行車Ｍ２を把握することができる状態となるにも関わらず、根拠把握フ
ラグＦｄｋを“１”に設定することによって、後述のステップＳ６の処理で目標制駆動力
Ｆｃが第２の目標制駆動力Ｆｃ２に一時的に変更されることを回避することができ、目標
制駆動力Ｆｃが第２の制駆動力に一時的に切り換えられることによって、却って自車両の
車両挙動が変化することを回避することができる。
【００５０】
　また、ウインカ情報を車々間通信により獲得する代わりに、例えば、先行車Ｍ１のウイ
ンカ部を撮像するための、カメラ等の撮像手段を設け、撮像手段の撮像情報に基づいてウ
インカの作動状況を検出するようにしてもよく、要は、ウインカの作動状況を検出するこ
との可能なウインカ作動状況検出手段であればよい。
　また、以上の各種判断方法を単独で用いて、目視の可／不可を判断するようにしてもよ
く、また、複数を組み合わせて判断するようにしてもよい。複数を組み合わせて判断する
場合には、いずれかの判断方法によって目視確認できると判断した場合は根拠把握フラグ
Ｆｄｋを“０”とし、いずれの手法によっても目視不可と判断される場合に根拠把握フラ
グＦｄｋを“１”とすればよい。
【００５１】
　次に、自車両が減速する根拠を運転者が認識することができる状態にあるかどうかの判
断は、次の手順で行う。
　まず、車々間通信により獲得した先行車Ｍ１の走行情報の中のストップランプの作動情
報を参照し、先行車Ｍ１のストップランプが点灯していれば、自車両の運転者は、先行車
Ｍ１が減速することを認識可能として根拠把握フラグＦｄｋを“０”に設定し、ストップ
ランプが消灯していれば、根拠把握フラグＦｄｋを“１”に設定する。なお、ここでは、
ストップランプの作動情報を、車々間通信により獲得するようにした場合について説明し
たがこれに限らず、例えば、先行車Ｍ１の後部をカメラ等の撮像手段で撮像するようにし
、その撮像画像からストップランプの作動状況を検出するようにしてもよい。要は、先行
車が制動状態にあるかどうかを検出することの可能な先行車制動状況検出手段を備えてい
ればよく、例えば、走行路側に配設されたインフラ設備から先行車の制動状況を路車間通
信により獲得するようにしてもよい。
【００５２】
　また、先行車Ｍ１と自車両との接近度合を検出する接近度合検出手段を設け、先行車Ｍ
１に対する自車両の接近度合が大きく接近し過ぎる傾向にあるとき、運転者は、減速根拠
がわかると判断するようにしてもよい。
　具体的には、前記接近度合として、先行車Ｍ１との車間時間を適用し、この車間時間が
、例えば、確保したい車間時間のＲｘ％以下まで短くなったとき、つまり、先行車Ｍ１と
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自車両との間の車間距離がある程度短くなったときには、自車両の運転者は減速根拠がわ
かると判断して根拠把握フラグＦｄｋを“０”に設定し、そうでない場合には根拠把握フ
ラグＦｄｋを“１”とする。
【００５３】
　また、前記接近度合として、先行車Ｍ１との相対速度を適用し、例えば、Ｖｒｘ〔ｋｍ
／ｈ〕以下であって自車両の車速の方が大きく自車両が先行車Ｍ１に接近する傾向にある
ときには、運転者は減速根拠がわかると判断して根拠把握フラグＦｄｋを“０”に設定し
、そうでない場合には根拠把握フラグＦｄｋを“１”に設定する。
　また、前記接近度合として、先行車Ｍ１に対する衝突余裕時間（＝－Ｌ１／ＶＲ１）を
算出し、この衝突余裕時間が、例えばＴｘ秒以下となり、衝突する可能性が高いと予測さ
れるとき、運転者は減速根拠がわかるとして根拠把握フラグＦｄｋを“０”とし、そうで
ない場合は根拠把握フラグＦｄｋを“１”に設定する。
【００５４】
　なお、上述の先行車Ｍ１との車間時間のしきい値を算出するためのＲｘ％、相対速度の
しきい値Ｖｒｘ、衝突余裕時間のしきい値Ｔｘは、直前を走行する先行車Ｍ１に対して減
速が行われたとしても、運転者が違和感を覚えない数値を実験等により算出すればよい。
　次に、自車両が減速する根拠を短時間以内に運転者が確認できると予測できる状態にあ
るかどうかの判断は、次の手順で行う。
【００５５】
　ここで、先行車Ｍ１と自車両との間の確保したい車間距離をＴ２１とし、先々行車Ｍ２
の車速をＶ２、先行車Ｍ１と先々行車Ｍ２との間の車間距離をＬ２１、先行車Ｍ１及びＭ
２間の相対速度をＶＲ２１としたとき、先行車Ｍ１は、次式（１４）で表される加減速度
α２１を発生すると仮定する。
　　　α２１＝[ＶＲ２１・ＫＶ２１－（Ｔ２１・Ｖ２－Ｌ２１）・ＫＬ２１]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（１４）
　なお、（１４）式中のＫＬ２１は車間距離ゲイン、ＫＶ２１は相対速度ゲインである。
これらゲインの値と車間時間Ｔ２１は、例えば、予め一般的な運転者の追従特性を測定し
ておき、その特性に合うように決定する。
【００５６】
　また、確保したい車間時間Ｔ２１は、例えば先行車Ｍ１が定常追従状態にあるときの車
間距離を先行車Ｍ１の車速で除することで求めてもよいし、各種ゲインＫＬ２１、ＫＶ２
１は、既存のパラメータ同定手法を用いてオンラインでパラメータを同定しても良い。
　先行車Ｍ１と先々行車Ｍ２との間の相対速度ＶＲ２１及び車間距離Ｌ２１は、次式（１
５）で表すことができる。
　　　ＶＲ２１＝Ｖ２－Ｖ１
　　　　　Ｖ１＝ｓ-1・α２１
　　　Ｌ２１＝ｓ-1・ＶＲ２１　　　　　　　　　　　　　……（１５）
【００５７】
　したがって、自車両のコントローラ１０で実行される制駆動制御処理のサンプリングタ
イムをｔｓ〔ｓ〕としたとき、時刻ｋ・ｔｓにおける１回のサンプリングタイム間に、前
記（１４）及び（１５）式を繰り返し演算し、例えば、１０秒後の先行車Ｍ１の状態を予
測する場合には、１０／ｔｓ回繰り返し演算することで、１０秒後の、先行車Ｍ１の加減
速度と、自車両及び先行車Ｍ１間の車間距離及び相対速度とを予測することできる。
　なお、時刻ｋ・ｔｓにおけるL２１、ＶＲ２１の初期値は、例えば、実際の値を使用す
ればよい。
【００５８】
　そして、先行車Ｍ１の減速度が、エンジンブレーキ相当の減速度（例えば、０．０６〔
Ｇ〕）以上となる場合に、先行車Ｍ１のストップランプが点灯すると仮定した場合、スト
ップランプが点灯する時刻が、現時点から何秒後になるかを算出する（先行車挙動推定手
段）。同様に、車間距離Ｌ１が所定値以下となる時刻、及び相対速度ＶＲ１がしきい値以
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上となる時刻、衝突余裕時間（－Ｌ１／ＶＲ１）がしきい値以下となる時刻が現時点から
何秒後になるかを算出する（相対関係推定手段）。
【００５９】
　なお、前記エンジンブレーキ相当の減速度は、例えば、通常追従走行を行っているとき
に、発生し得るエンジンブレーキ相当の減速度を実験等によって算出するようにすればよ
い。このようにエンジンブレーキ相当の減速度が発生するかどうかをしきい値とすること
によって、ブレーキペダルが踏み込まれる状態であるかどうかを的確に判断することがで
きる。
【００６０】
　そして、それぞれの状態がＴｆ秒後以内に発生すると予測された場合には、運転者は減
速根拠を短時間以内に認識することができると判断し、根拠把握フラグＦｄｋを“０”に
設定し、そうでない場合には、根拠把握フラグＦｄｋを“１”に設定する。
　なお、前記各状態が発生するまでの時間のしきい値Ｔｆは、制駆動力制御によって加減
速度が発生した場合に、運転者が違和感を覚えてそれとは逆の加減速操作を行ってしまう
ことのない値に設定され、例えば実験等によって設定される。
【００６１】
　なお、根拠把握フラグＦｄｋは、上記各条件の何れかに基づいて設定するようにしても
よくまた、複数に基づいて設定するようにしてもよい。複数の条件に基づいて設定する場
合いは、何れかの条件において運転者は根拠を把握することができると推定されるときに
は、根拠把握フラグＦｄｋを“０”に設定するようにすればよい。
　このようにして、運転者が加減速の根拠を把握可能かどうかの推定を行ったならば、ス
テップＳ６に移行し、ステップＳ５で推定した根拠把握フラグＦｄｋに応じて目標制駆動
力Ｆｃを設定する。
【００６２】
　具体的には、根拠把握フラグＦｄｋが“０”であって、運転者が減速根拠を把握するこ
とが可能と推定される場合には、ステップＳ３で算出した第１の目標制駆動力Ｆｃ１及び
ステップＳ４で算出した第２の目標制駆動力Ｆｃ２のうち、第１の目標制駆動力Ｆｃ１を
選択し、これを目標制駆動力Ｆｃとする。一方、根拠把握フラグＦｄｋが“１”であって
、運転者が減速根拠を把握することは不可と推定される場合には、第２の目標制駆動力Ｆ
ｃ２を選択し、これを目標制駆動力Ｆｃとする。
【００６３】
　次いで、ステップＳ７に移行し、ステップＳ６の処理で設定した前記目標制駆動力Ｆｃ
を発生させるために必要な制動力及び駆動力を算出するための制駆動力制御演算を行う。
　具体的には、車両に発生する制駆動力を制駆動力指令値に応じたものとするためのエン
ジントルク指令値Ｔｅｃ及びブレーキ液圧指令値Ｐｂｃを演算する。
　ここで、駆動軸トルク指令値Ｔｗｃと制駆動力指令値である目標制駆動力Ｆｃとの関係
は次式（１６）で表すことができる。なお、式（１６）中のＲｗはタイヤ半径である。
　　　Ｔｗｃ＝Ｆｃ・Ｒｗ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（１６）
【００６４】
　また、トルクコンバータのトルク増幅率をＲｔ、変速機ギヤ比をＲａｔ、ディファレン
シャルギヤ比をＲｄｅｆとすると、駆動軸トルクＴｗとエンジントルクＴｅ、ブレーキに
よる制動トルクＴｂとの関係は次式（１７）で表される。
　　　Ｔｗ＝Ｒｔ・Ｒａｔ・Ｒｄｅｆ・Ｔｅ－Ｔｂ　　　　　　　　　　　……（１７）
　この（１７）式より、駆動軸トルク指令値Ｔｗｃに対して、次式（１８）からエンジン
トルク指令値Ｔｅｃを計算し、算出したエンジントルク指令値Ｔｅｃがエンジンブレーキ
トルクＴｅidよりも大きいか否かを判断する。
　　　Ｔｅｃ＝Ｔｗｃ／（Ｒｔ・Ｒａｔ・Ｒｄｅｆ）　　　　　　　　　　……（１８）
【００６５】
　前記エンジンブレーキトルクＴｅidは、スロットル開度が零、又はスロットルがアイド
ルポジションの時のエンジントルクである。エンジンブレーキトルクＴｗidは、エンジン
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回転数の他、フェールカットの有無等、エンジンの制御状態によって変化するが、概ねエ
ンジン回転速度で定まり、エンジン回転数が大きいときほどエンジンブレーキトルクＴｅ
idは負の方向に大きくなるため、予めエンジン回転速度ＮｅとエンジンブレーキトルクＴ
ｅidとの関係を測定して設定した図６に示すエンジンブレーキトルク算出マップを参照し
て算出する。なお、図６において、横軸は、エンジン回転数Ｎｅ、縦軸はエンジンブレー
キトルクＴｅidである。
【００６６】
　エンジントルク指令値Ｔｅｃが、エンジンブレーキトルクＴｅid以上であれば、ブレー
キを使わずにエンジンブレーキトルクＴｅidのみで駆動軸トルク指令値通りのトルクを実
現できる。エンジントルク指令値ＴｅｃがエンジンブレーキトルクＴｅid未満となれば、
エンジンブレーキトルクＴｅidによる駆動トルクを考慮して駆動軸トルクを指令値に一致
させるためのブレーキ操作量を演算する。
【００６７】
　以上により、エンジントルク指令値Ｔｅｃとブレーキトルク指令値Ｔｂｃとの分配制御
則は以下のようになる。
（Ａ）エンジントルク指令値Ｔｅｃ≧Ｔｅidのとき
　　　Ｔｅｃ＝Ｔｗｃ／（Ｒｔ・Ｒａｔ・Ｒｄｅｆ）……（１９）
　　　Ｔｂｃ＝０　　　　　　……（２０）
（Ｂ）エンジントルク指令値Ｔｅｃ＜Ｔｅidのとき
　　　Ｔｅｃ＝Ｔｅid　　　　　　　　　　……（２１）
　　　Ｔｂｃ＝Ｒｔ・Ｒａｔ・Ｒｄｅｆ・Ｔｅid－Ｔｗｃ　　　　　……（２２）
　ここで、ブレーキシリンダ面積をＡｂ、ロータ有効半径をＲｂ、パッド摩擦係数をμｂ
とすると、ブレーキトルク指令値Ｔｂｃに対して、ブレーキ操作量であるブレーキ液圧指
令値Ｐｂｃは次式（２３）で表すことができる。
　　　Ｐｂｒ＝Ｔｂｒ／（８・Ａｂ・Ｒｂ・μｂ）　　　　　　　　　　　……（２３）
【００６８】
　このようにして算出された、エンジントルク指令値Ｔｅｃ及びブレーキ液圧指令値Ｐｂ
ｃは、それぞれ制駆動力制御装置２０の制動制御装置及びエンジン出力制御装置に出力さ
れ、制駆動力制御装置２０では、エンジントルク指令値Ｔｅｃに応じたエンジントルク出
力を発生させるためのスロットル開度指令値を算出し、これに応じてスロットルアクチュ
エータを駆動制御すると共に、ブレーキ液圧指令値Ｐｂｒで指定された制動力を発生させ
るよう制動制御装置を制御する。
【００６９】
　次に、上記第１の実施の形態の動作を説明する。
　今、図５に示すように、自車両Ａの走行車線前方に、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２が存
在している。自車両Ａはこれら車両Ｍ１及びＭ２と車々間通信を行い、自車両Ａの走行情
報を送信すると共に、前方車両（先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２）の走行情報を受信し、こ
れら前方車両についてＩＤ番号を付与し、それぞれの走行情報をＩＤ番号で管理する。
【００７０】
　そして、受信した走行情報及び自車両の走行情報に基づいて自車両Ａと先行車Ｍ１及び
先々行車Ｍ２との間の車間距離及び相対速度を算出し、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２につ
いてそれぞれ設定した確保したい車間距離Ｌ１ｃ及びＬ２ｃに相当する車間距離相当の距
離を保って走行し得る第１の目標制駆動力Ｆ１ｃ及びＦ２ｃを算出し、これらのうち何れ
か小さい方を、前方車両Ｍ１及びＭ２を制御対象とし、自車両Ａと前方車両Ｍ１及びＭ２
との車間距離が適切な距離となるようにし得る第１の目標制駆動力Ｆｃ１とする（ステッ
プＳ１～Ｓ３）。
【００７１】
　さらに、先行車Ｍ１と自車両Ａとの相対関係に重みをおいた、自車両Ａと先行車Ｍ１と
の車間距離が適切な車間距離となり得る第２の目標制駆動力Ｆｃ２を算出する。例えば、
前記第１の算出方法を採用した場合には、自車両Ａと先行車Ｍ１との車間距離が確保した
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い車間時間Ｔ１２となり得る値に設定される（ステップＳ４）。
　続いて自車両Ａの運転者の加減速根拠を把握可能かどうかが推定され、このとき、例え
ば、図５に示すように、自車両Ａ及び先々行車Ｍ２は走行車線の中央付近を走行している
が、先行車Ｍ１は、走行車線の右寄り或いは左寄りを走行しており、自車両Ａ、先行車Ｍ
１及び先々行車Ｍ２の位置情報から、自車両Ａの運転者は先々行車Ｍ２を目視することが
可能と予測されるときには、根拠把握フラグＦｄｋは“０”に設定される（ステップＳ５
）。
【００７２】
　このため、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２と自車両Ａとの相対関係が適切な相対関係とな
るように算出した第１の目標制駆動力Ｆｃ１が目標制駆動力Ｆｃとして設定され、この第
１の目標制駆動力Ｆｃ１が発生されるよう制御が行われる。
　このため、自車両Ａと先行車Ｍ１との車間距離及び自車両Ａと先行車Ｍ２との車間距離
が共にそれぞれ確保したい車間時間となるように自車両の制駆動力が制御されることにな
る。
【００７３】
　したがって、例えば、この状態から、先行車Ｍ１が車線変更した場合には、先行車がそ
れまでの先行車Ｍ１からそれまでの先々行車Ｍ２に切り替わることになるが、このとき、
自車両Ａでは、先行車Ｍ１との車間距離及び先行車Ｍ２との車間距離がそれぞれ適値とな
るように制駆動力を制御しているから、先行車が切り替わった場合であっても、自車両が
大きく加減速することはなく、先行車の切り替わりに関わらず滑らかな走行を継続するこ
とができる。
【００７４】
　また、例えば、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２が定速走行しており、自車両Ａもこれらと
所定の車間時間を保って定速走行している状態から、先々行車Ｍ２が減速した場合には、
自車両Ａでは、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２との車間距離が所定の車間時間相当となるよ
うに制御されており、先々行車Ｍ２が減速した場合には先々行車Ｍ２との車間距離が所定
の車間時間相当となるように制御されるため、先行車Ｍ１は定速走行しているのにも関わ
らず自車両Ａは減速することになり、先行車Ｍ１と自車両Ａとの間の車間距離が大きくな
る。
【００７５】
　しかしながら、この場合、先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２及び自車両Ａは、図５に示す配置
状況にあって、自車両Ａの運転者は先々行車Ｍ２を目視確認可能な状態にあると推定され
、すなわち、運転者は、先々行車Ｍ２が減速したことを認識することができるから、先行
車Ｍ１との車間距離が大きくなるにも関わらず自車両Ａが減速したとしても運転者は、違
和感を覚えることはない。
　このとき、例えば、自車両Ａと先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２とがほぼ同一直線上を走行
しており、その位置関係から自車両Ａの運転者は先々行車Ｍ２を目視確認することは不可
と推定されるときには、根拠把握フラグＦｄｋは“１”に設定される。
【００７６】
　このため、目標制駆動力Ｆｃとして、第２の目標制駆動力Ｆｃ２が設定されることにな
る。この第２の目標制駆動力Ｆｃ２は、先行車Ｍ１と自車両Ａとの相対関係に重みをおい
た車間距離制御により得られる値であるから、自車両Ａと先行車Ｍ１との車間時間が所定
の車間時間となり得る車間距離となるように、先行車Ｍ１との相対関係を優先して制駆動
力制御が行われる。したがって、自車両Ａと先行車Ｍ１との車間時間が所定の車間時間と
なるように制御が行われることから、先々行車Ｍ２が減速したとしても、これに伴って自
車両Ａが大きく減速することはなく車間距離が大きく広がることはない。したがって、自
車両Ａの運転者が先々行車Ｍ２を目視することができず、自車両Ａが減速する根拠を把握
することが困難な状態で自車両が減速することに起因して、運転者に違和感を与えること
を回避することができる。
【００７７】
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　また、例えば、自車両Ａ、先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２が定速走行している状態から、先
行車Ｍ１が加速した場合、自車両Ａ、先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２が図５に示すように、先
行車Ｍ１のみが走行車線の左寄り或いは右寄りを走行している状態であって自車両Ａの運
転者が先々行車Ｍ２を把握することが可能な状態にあるときには、根拠把握フラグＦｄｋ
は“０”に設定される。したがって、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２との車間距離が適切な
車間距離となるように制駆動力制御が行われ、この場合には、先行車Ｍ１は加速している
が先々行車Ｍ２が定速走行をしていることから、自車両Ａは先々行車Ｍ２との車間距離を
確保するように定速走行することになる。このため、先行車Ｍ１は加速するのに対し自車
両Ａは定速走行しているため自車両Ａと先行車Ｍ１との車間距離が開くことになるが、こ
の場合、自車両Ａの運転者は先々行車Ｍ２を目視確認しており先々行車Ｍ２は定速走行し
ていることを認識しているから、自車両Ａと先行車Ｍ１との間の車間距離が広がったとし
ても違和感を覚えることはない。
【００７８】
　このとき、自車両Ａ及び先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２がほぼ一直線上を走行している場合
には、自車両Ａ及び先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２の位置座標から、自車両Ａの運転者は先々
行車Ｍ２を目視確認することはできないと推定されることから、根拠把握フラグＦｄｋは
“１”に設定される。このため、目標制駆動力Ｆｃとして、第２の目標制駆動力Ｆｃ２が
設定され、先行車Ｍ１との相対関係に重みをおいた制駆動力制御が行われ、先々行車Ｍ２
が加速した場合であっても、自車両Ａと先行車Ｍ１との車間距離が所定の車間時間相当の
距離となるように制御されることから、自車両Ａと先行車Ｍ１との車間距離が大きく開く
ことはなく、よって、自車両Ａの運転者に違和感を与えることはない。
【００７９】
　また、自車両Ａ、先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２が定速走行している状態から、先々行車Ｍ
２が減速し、且つ先行車Ｍ１が加速した場合、また、先々行車Ｍ２が減速し、且つ先行車
Ｍ１が緩減速を行った場合等においても、自車両の前方車両それぞれを制御対象とした第
１の目標制駆動力に基づいて制駆動力を制御するようにした場合には、先行車Ｍ１が加速
しているのにも関わらず先々行車Ｍ２の減速に伴って自車両が減速するため自車両と先行
車Ｍ１との間の車間距離が増大したり、また、先行車Ｍ１が緩減速しているにも関わらず
、先々行車Ｍ２が比較的大きな減速度で減速したことに伴って、自車両も比較的大きな減
速度で減速することになり、自車両と先行車Ｍ１との車間距離が開くことになる。
【００８０】
　このとき、自車両の運転者が先々行車Ｍ２を目視することができている場合には、先々
行車Ｍ２が減速したことを認識することができるため、自車両と先行車Ｍ１との車間距離
が開いた場合であっても、運転者は先々行車Ｍ２の減速に伴って自車両も減速したとして
認識することができるため、違和感を覚えることはないが、先々行車Ｍ２を目視すること
ができない場合には、減速する意図を運転者が把握していない状態で自車両が減速するこ
とになって、運転者に違和感を与える場合がある。しかしながら、前述のように、運転者
が先々行車Ｍ２を目視することができないと予測されるときには、先行車Ｍ１と自車両と
の車間距離が所定の車間時間相当となるように制駆動力制御を行っているから、先々行車
Ｍ２の減速に伴って先行車Ｍ１との車間距離が大きく開くことを抑制することができ、運
転者に違和感を与えることを回避することができる。
【００８１】
　このように、自車両Ａの運転者が、制駆動力制御による自車両の加減速についてその根
拠を把握することができるかどうかを推定し、把握することができないと推定されるとき
には、先行車Ｍ１と自車両Ａとの相対関係が適切な相対関係となるように制駆動力制御を
行うようにしているから、自車両Ａの運転者が加減速の根拠を把握していない状態で、自
車両Ａが加減速し、先行車Ｍ１と自車両Ａとの車間距離が広がることによって運転者に違
和感を与えることを回避することができる。
【００８２】
　また、第２の目標制駆動力Ｆｃ２として、先行車Ｍ１との車間距離が、所定の車間時間
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となるようにし得る制駆動力を用いることによって、先々行車Ｍ２の加減速走行状況に関
わらず、先行車Ｍ１と自車両との車間距離を所定の車間時間相当の距離に維持することが
できる。
　また、前記第２の目標制駆動力Ｆｃ２の算出方法として、第２の算出方法を適用した場
合には、先行車Ｍ１との車間距離を所定の車間時間相当の距離に維持するための目標制駆
動力と、先々行車Ｍ２との車間距離を所定の車間時間相当の距離に維持するための目標制
駆動力にオフセット値α（α＞０）を加算した値とが算出され何れか小さい方が第２の目
標制駆動力Ｆｃ２として選択される。
【００８３】
　したがって、例えば、先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２及び自車両Ａが定速走行している状態
から、先々行車Ｍ２が減速した場合には、先々行車Ｍ２と自車両Ａとの間の車間時間が短
くなるため、先々行車Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２ｃは、より小さな値に算出されるこ
とになり、場合によっては、先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１ｃよりも小さな値とな
る場合があるが、先々行車Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２ｃにオフセット値αを加算した
値と、先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆｃ１とのうち、何れか小さい方が選択されるか
ら、すなわち先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１ｃを、より確実に第２の目標制駆動力
Ｆｃ２として選択することができる。
【００８４】
　したがって、先々行車Ｍ２を自車両の運転車が目視することができないと予測されると
きには、先々行車Ｍ２が減速した場合であっても、自車両は、先行車Ｍ１との車間時間が
所定の車間時間となるように制駆動力を制御し、先行車Ｍ１と自車両との車間距離は所定
の車間時間相当の距離に引き続き維持される。よって、先行車Ｍ１が定速走行しているに
も関わらず自車両が先々行車Ｍ２の減速に伴い減速し、先行車Ｍ１と自車両との車間距離
が開くことによって自車両の運転者に違和感を与えることを回避することができることに
なる。
【００８５】
　また、このとき、先行車Ｍ１と自車両との車間時間が所定の車間時間となるように制駆
動力制御を行っている状態から、先々行車Ｍ２の減速に伴って先々行車Ｍ２と自車両との
車間時間が短くなり、先々行車Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２ｃとオフセット値αとの和
が、先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１ｃよりも小さくなったときには、先々行車Ｍ２
に対する目標制駆動力Ｆ２ｃが、第２の目標制駆動力Ｆｃ２として選択され、先々行車Ｍ
２との車間時間が所定の車間時間となるよう制駆動力が制御されることになる。したがっ
て、先行車Ｍ１との車間距離を保ちつつ、先々行車Ｍ２との車間距離が短くなりすぎるこ
とを回避することができる。また、このとき、先々行車Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２ｃ
にオフセット値α（α＞０）を加算した値を第２の目標制駆動力Ｆｃ２としているから、
先々行車Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２ｃは、減速度が抑制されることになって、先行車
Ｍ１との間の車間距離の拡大を抑制しつつ、先々行車Ｍ２との車間距離を確保することが
できる。
【００８６】
　このように、先行車Ｍ１との車間距離を保ちつつ、且つ先々行車Ｍ２との車間距離が短
くなり過ぎることを回避することができるから、例えば、先々行車Ｍ２が減速している状
態で、先行車Ｍ１が車線変更の目的等で加速した場合等であっても、先行車Ｍ１との車間
距離に重みを置くことによって、先々行車Ｍ２と自車両との間の車間時間を確保すること
ができるから、先行車Ｍ１が車線変更を行い、それまでの先々行車Ｍ２が新たな先行車と
なった場合でも、新たな先行車であるそれまでの先々行車Ｍ２と自車両との車間距離を十
分確保することができ、先行車Ｍ１が車線変更し、先行車が車線変更をすることに伴って
自車両に加減速度が発生することを抑制し、先行車の切り替わりに対して滑らかに追従制
御を行うことができる。
【００８７】
　また、前記第２の目標制駆動力Ｆｃ２の算出方法として、第３の算出方法を適用した場
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合には、先々行車Ｍ２に対する車間時間Ｔ２２として、先行車Ｍ１に対する車間時間Ｔ１
２近傍の値が設定され、この車間時間を確保し得る目標制駆動力Ｆ２ｃが算出されること
になる。したがって、自車両Ａの運転者が、先々行車Ｍ２を目視することができない状態
で、先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２、自車両が定速走行している状態から先々行車Ｍ２が減速
した場合には、先々行車Ｍ２と自車両との車間距離が短くなるが、この場合、先々行車Ｍ
２と自車両の車間時間として通常よりも短く且つ先行車Ｍ１に対する車間時間Ｔ１１近傍
の値Ｔ２２が設定され、先々行車Ｍ２に対する目標制駆動力Ｆ２ｃとして通常よりも大き
な値が算出されることになる。このため、第２の目標制駆動力Ｆｃ２として、先行車Ｍ１
に対する目標制駆動力Ｆ１ｃが選択される傾向となって、先行車Ｍ１と自車両との車間時
間が所定の車間時間となるように制御されることになる。したがって、先々行車Ｍ２の減
速に伴って自車両が減速し先行車Ｍ１との車間距離が広くなることによって運転者に違和
感を与えることを回避することができる。
【００８８】
　そして、先行車Ｍ２と自車両の間の車間時間が比較的短くなり、この先々行車Ｍ２との
車間時間Ｔ２２を確保するために必要な目標制駆動力Ｆ２ｃが、先行車Ｍ１との車間時間
Ｔ１１を確保するために必要な目標制駆動力Ｆ１ｃよりも小さくなると、先行車２に対す
る目標制駆動力Ｆ２ｃが、第２の目標制駆動力Ｆｃ２として選択されることになって、先
々行車Ｍ２との車間時間が車間時間Ｔ２２相当となるように制駆動力制御が行われる。し
たがって、先行車Ｍ１との車間時間を確保し、先行車Ｍ１との車間距離が広くなることに
よって運転者に違和感を与えることを回避しつつ、先々行車Ｍ２と自車両との車間距離が
短くなりすぎることを回避することができる。
【００８９】
　また、第２の目標制駆動力Ｆｃ２の算出方法として前記第４の算出方法を適用した場合
には、先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１ｃが、加速側に作用する制駆動力か減速側に
作用する制駆動力かに応じて、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２を制御対象として算出した第
１の目標制駆動力Ｆｃ１が制限され、先行車Ｍ１に対する目標制駆動力Ｆ１ｃが加速側に
作用する値であるとき、すなわち先行車Ｍ１と自車両との車間距離が広くなる傾向にある
ときには、このときの第１の目標制駆動力Ｆｃ１が減速度を発生させるように作用する制
駆動力である場合は、エンジンブレーキを作動させた場合の減速度よりも大きな減速度が
自車両に発生しないように目標制駆動力Ｆｃ１が制限される。逆に、先行車Ｍ１に対する
目標制駆動力Ｆ１ｃが減速側に作用する値であるときには、このときの第１の目標制駆動
力Ｆ１ｃが加速度を発生させる値である場合は、車両に加速度が発生し得ない値に制限さ
れる。これによって、先行車Ｍ１に対する相対関係から自車両が加速する必要のある状態
のときには、先々行車Ｍ２が減速したとしてもエンジンブレーキ相当程度の減速度に制限
し、先行車Ｍ１と自車両との車間距離の点からは自車両が加速する必要があるにも関わら
ず、先々行車Ｍ２の減速に伴い減速度が発生しさらに車間距離が長くなることによって、
運転者に違和感を与えることを回避し、且つ、先行車Ｍ１と自車両との相対関係から自車
両が減速する必要のある状態のときには、第１の目標制駆動力Ｆｃ１を加速度が発生しな
い値に制限することによって、先行車Ｍ１との車間距離の点からは減速する必要があるに
も関わらず、自車両が加速し、先行車Ｍ１と自車両との間の車間距離がさらに短くなって
運転者に違和感を与えることを回避することができる。
【００９０】
　したがって、この場合も自車両の運転者が先々行車Ｍ２を目視することができない状態
で、先々行車Ｍ２の走行状況に応じて、自車両の運転者がその根拠がわからないまま自車
両に加減速度が発生することを回避することができる。
　また、上述のように、自車両の運転者が先々行車Ｍ２を目視することができるかどうか
に基づいて根拠把握フラグＦｄｋを設定し、これに基づいて、第１及び第２の目標制駆動
力Ｆｃ１及びＦｃ２を切り替えるようにしているから、先々行車Ｍ２と自車両との相対関
係の変化に伴って加減速度が発生することによって、運転者に違和感を与えることを的確
に抑制することができる。
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【００９１】
　また、例えば、車々間通信により獲得した先行車Ｍ１の走行情報の中のストップランプ
の作動情報から、先行車Ｍ１のストップランプが点灯していると判断される場合、或いは
、先行車Ｍ１との車間時間が、例えば、確保したい車間時間のＲｘ％以下まで短くなった
とき、或いは、先行車Ｍ１との相対速度が、例えば、Ｖｒｘ〔ｋｍ／ｈ〕以下であって自
車両の車速の方が大きく自車両が先行車Ｍ１に接近する傾向にあるとき、或いは、先行車
Ｍ１に対する衝突余裕時間がしきい値よりも短くなったとき等の場合にも、運転者は減速
根拠がわかると判断して根拠把握フラグＦｄｋは“０”に設定され、そうでない場合には
根拠把握フラグＦｄｋは“１”に設定される。このように、先行車Ｍ１の走行状況から減
速の根拠を把握可能かどうかを検出して、根拠把握フラグＦｄｋを設定し、これに応じて
第１及び第２の目標制駆動力Ｆｃ１及びＦｃ２を切り替えることによって、先行車Ｍ１と
自車両との相対関係の変化に伴って自車両に発生する加減速度によって、自車両の運転者
に違和感を与えることを回避することができる。
【００９２】
　また、先行車Ｍ１と自車両との相対関係から、所定時間以後に、０．０６〔Ｇ〕以上の
減速度が発生するか、または、車間距離Ｌ１が所定値以下となるか、相対速度ＶＲ１がし
きい値以上となるか、衝突余裕時間（－Ｌ１／ＶＲ１）がしきい値以下となると予測され
るときに、自車両が減速する根拠を短時間以内に認識できる予測し、これに応じて根拠把
握フラグＦｄｋを設定することによって、短時間以内に減速する根拠を認識することがで
きると予測されるとき、すなわち、加減速度が発生したとしてもすぐにその加減速度が発
生した根拠を運転者が把握することができると予測されるときには、第２の目標制駆動力
Ｆｃ２への切り換えを行わないようにしているから、第１の目標制駆動力Ｆｃ１と第２の
目標制駆動力Ｆｃ２とが頻繁に切り換えられることによって、却って車両挙動が不安定と
なることを回避することができる。
【００９３】
　次に、本発明の第２の実施の形態を説明する。
　図７は、第２の実施の形態における走行支援装置１００ａの機能構成を示す構成図であ
る。なお、この第２の実施の形態における走行支援装置１００ａは、コントローラ１０ａ
の機能構成が異なること以外は第１の実施の形態と同様であるので、同一部には同一符号
を付与しその詳細な説明は省略する。
【００９４】
　この第２の実施の形態におけるコントローラ１０ａは、図７に示すように、上記第１の
実施の形態と同様に、自車両前方の複数の前方車両を制御対象とし、複数の前方車両と自
車両との相対関係が適切な相対関係となるように自車両の車速を制御するための第１の目
標制駆動力Ｆｃ１を算出する第１の目標制駆動力演算部１１、自車両直前を走行する先行
車に重みをおき、先行車と自車両との相対関係が適切な相対関係となるように自車両の車
速を制御するための第２の目標制駆動力Ｆｃ２を算出する第２の目標制駆動力演算部１２
、制駆動力制御により自車両に生じる加減速度の根拠を自車両の運転者が把握しているか
どうかを推定する加減速根拠把握推定部１３を備えると共に、さらに、先行車の比較的急
激な減速挙動を予測する先行車挙動予測部２１と、この先行車挙動予測部２１で予測した
挙動で走行する先行車と自車両との相対関係に重みを置き、この相対関係が適値となるよ
うに自車両の車速を制御するための第３の目標制駆動力Ｆｃ３を算出する第３の目標制駆
動力演算部２２と、前記加減速根拠把握推定部１３で推定される運転者の加減速根拠の把
握状況と、前記先行車挙動予測部２１で推定される先行車の急激な減速挙動の予測結果と
、をもとに、前記第１の目標制駆動力演算部１１、第２の目標制駆動力演算部１２、第３
の目標制駆動力演算部２１のそれぞれで算出される第１から第３の目標制駆動力Ｆｃ１～
Ｆｃ３のうちの何れかを選択しこれを目標制駆動力Ｆｃとして出力する目標制駆動力切り
換え部２３とを備えている。そして、この目標制駆動力切り換え部２３で算出した目標制
駆動力を実現するための、目標エンジントルクや目標ブレーキ液圧を制駆動力制御部１５
で算出する。



(22) JP 4600174 B2 2010.12.15

10

20

30

40

50

【００９５】
　図８は、コントローラ１０ａで実行される制駆動力制御処理の処理手順の一例を示すフ
ローチャートである。なお、上記第１の実施の形態における制駆動力制御処理と同一処理
部には同一符号を付与し、その詳細な説明は省略する。
　コントローラ１０ａでは、上記第１の実施の形態と同様に、車々間通信により、自車両
の周辺に存在する周辺車両の走行情報を入力すると、各車両にＩＤ番号を付与し、各周辺
車両からの走行情報を、ＩＤ番号と対応づけて所定の記憶領域に格納する。そして、各周
辺車両についてその位置情報から、周辺車両の位置を把握し、自車両の走行路前方に位置
する前方車両を制御対象車両として認識する。ここでは、自車両の前方車両として自車両
直前の先行車及びこの先行車の直前を走行する先々行車の２台が存在する場合について説
明する。
【００９６】
　この第２の実施の形態における制駆動力制御処理では、制御対象車両及び自車両につい
てその位置座標及び車速を読み込み（ステップＳ１）、自車両と各前方車両との間の車間
距離及び相対速度を算出し（ステップＳ２）、自車両前方の複数の前方車両と自車両との
相対関係が適切な相対関係となるように自車両の車速を制御するための第１の目標制駆動
力Ｆｃ１を算出し（ステップＳ３）、先行車と自車両との相対関係が適切な相対関係とな
るように自車両の車速を制御するための第２の目標制駆動力Ｆｃ２を算出し（ステップＳ
４）、自車両の運転者が、制駆動力制御により、自車両に加減速度が発生する根拠を把握
可能かどうかを推定する（ステップＳ５）。
【００９７】
　そして、このようにして運転者が加減速根拠を把握可能かどうかを推定したならばステ
ップＳ１１に移行し、先行車の車両挙動を予測する。
　まず、先々行車Ｍ２の現時点における、車速をＶ２ｉ、加減速度をα２ｉとし、先行車
Ｍ１の現時点における車速をＶ１ｉとする。
　所定時間ｔの間に先々行車Ｍ２が進むと予測される距離予測値Ｌ２ｒは、次式（２４）
で表すことができる。また、先行車Ｍ１の加減速度を、予め設定した基準加減速度α１ｓ
としたとき、先行車Ｍ１が所定時間ｔの間に進むと予測される距離予測値Ｌ１ｒは、次式
（２５）で表すことができる。なお、先行車Ｍ１の基準加減速度α１ｓは、自車両の制駆
動力制御において設定されている最大減速度よりも低い値に設定される。また、先行車Ｍ
１と先々行車Ｍ２との間の現時点における車間距離をＬ２１ｉとしている。また、先々行
車Ｍ２の現時点における加減速度α２ｉは、先行車Ｍ２で検出している加減速度を車々間
通信により走行情報として獲得するか、或いは、車々間通信により獲得した先行車Ｍ２の
車速に基づいてその変化率を算出することにより求めればよい。
　　　Ｌ２ｒ＝Ｖ２ｉ・ｔ＋０．５・α２ｉ・ｔ2　　　　　　　　　　　……（２４）
　　　Ｌ１ｒ＝Ｖ１ｉ・ｔ＋０．５・α１ｓ・ｔ2　　　　　　　　　　　……（２５）
【００９８】
　したがって、前記ｔ時間後における先々行車Ｍ２と先行車Ｍ１との間の車間距離Ｌ２１
ｉは、次式（２６）で表すことができる。
　　　Ｌ２１ｒ＝Ｌ２ｒ－Ｌ１ｒ＋Ｌ２１ｉ　　　　　　　　　　　　　　……（２６）
　また、前記（２４）から（２６）式から、次式（２７）を満たす時間ｔが存在するとき
、先行車Ｍ１は、減速度α１ｓで減速を行ったとしても、先々行車Ｍ２に接触するとみな
すことができる。
　　　０．５（α２ｉ－α１ｓ）・ｔ2＋（Ｖ２ｉ－Ｖ１ｉ）・ｔ＋Ｌ２１ｉ＝０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（２７）
　ここでは、前記（２７）式を満足する「ｔ」が存在するとき、つまり、減速度α１ｓで
減速を行ったとしても先々行車Ｍ２に接触することから、減速度α１ｓ以上の、比較的大
きな減速度で先行車Ｍ１が減速すると予測されるときには、目標値切り替えフラグＦｄｋ
３を“１”に設定し、そうでないときには、“０”に設定する。
【００９９】
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　次いで、ステップＳ１２に移行し、第３の目標制駆動力Ｆｃ３を算出する。この第３の
目標制駆動力Ｆｃ３は、先行車Ｍ１が、前述の基準加減速度α１ｓで減速する車両である
と仮定した場合に、この仮想先行車Ｍ１′と自車両Ａとの間の車間距離が適値となるよう
に制御するための制駆動力である。
　具体的には、目標値切り替えフラグＦｄｋ３が“１”に切り替わった時点でｔ＝０とし
、サンプリング周期Δｔ毎に、次の手順で、第３の目標制駆動力Ｆｃ３を算出する。
【０１００】
　ここで、仮想先行車Ｍ１′の車速Ｖ３、仮想先行車Ｍ１′と自車両Ａとの間の相対速度
ＶＲ３、仮想先行車Ｍ１′と自車両Ａとの間の車間距離Ｌ３は、次式（２８）から（３０
）で表すことができる。なお、（２８）式中のｔは、目標値切り替えフラグＦｄｋ３が“
１”に切り替わった時点、つまり、ｔ＝０からの経過時間を表す。この場合、サンプリン
グ周期Δｔ毎に車速Ｖ３を算出するから、ｔはサンプリング周期毎に、Δｔずつ増加する
値となる。また、前記式中のＶ１（ｔ＝０）は、ｔ＝０のとき、つまり、目標値切り替え
フラグＦｄｋ３が“１”に切り替わった時点における、先行車Ｍ１の車速である。また、
Ｌ１（ｔ＝０）は、ｔ＝０のとき、つまり、目標値切り替えフラグＦｄｋ３が“１”に切
り替わった時点における、仮想先行車Ｍ１′と自車両との間の車間距離である。また、仮
想走行車両Ｍ１の車速Ｖ３は、Ｖ３＞０、仮想先行車Ｍ１と自車両との間の車間距離Ｌ３
は、Ｌ３＞０を満足する値とする。
　　　Ｖ３＝Ｖ１（ｔ＝０）＋α１ｓ・ｔ　　　　　　　……（２８）
　　　ＶＲ３＝Ｖ３－Ｖ０　　　　　　　　　　　　　　……（２９）
　　　Ｌ３＝Ｌ１（ｔ＝０）＋∫ＶＲ３・ｄｔ　　　　　……（３０）
【０１０１】
　ここで、仮想先行車Ｍ１′と自車両Ａとの間の確保したい車間時間をＴ３としたとき、
車間距離指令値Ｌ３ｃは、例えば次式（３１）で表すことができる。
　　　Ｌ３ｃ＝Ｔ３・Ｖ３　　　　　　　　　　　　　　……（３１）
　そして、第３の目標制駆動力Ｆｃ３は、次式（３２）から算出する。なお、式（３２）
中のＫＶ３、ＫＬ３は制御ゲイン、Ｍｖは自車車重である。
　　　Ｆｃ３＝〔ＶＲ３・ＫＶ３－（Ｌ３ｃ－Ｌ３）・ＫＬ３〕・Ｍｖ　　……（３２）
　なお、この第３の目標制駆動力Ｆｃ３の演算は、前記ステップＳ１１の処理において、
先行車Ｍ１が、減速度のしきい値α１ｓよりも大きな減速度で減速する可能性があると予
測されないときには、行わなくてもよい。
【０１０２】
　このようにして、ステップＳ１２の処理で第３の目標制駆動力Ｆｃ３を算出したならば
、ステップＳ１３に移行し、前記ステップＳ５で推定した、運転者の加減速度の根拠の把
握状況、すなわち、根拠把握フラグＦｄｋと、ステップＳ１１で予測した先行車の挙動予
測結果、すなわち、目標値切り替えフラグＦｄｋ３とをもとに、ステップＳ３で算出した
第１の目標制駆動力Ｆｃ１、ステップＳ４で算出した第２の目標制駆動力Ｆｃ２、ステッ
プＳ１２で算出した第３の目標制駆動力Ｆｃ３のうちの何れかを選択し、これを目標制駆
動力Ｆｃとして設定する。
【０１０３】
　具体的には、図９に示す選択マップにしたがって、選択する目標制駆動力を切り替える
。すなわち、根拠把握フラグＦｄｋが“０”であって、運転者が加減速度の根拠を把握可
能と推定されるときには、目標値切り替えフラグＦｄｋ３の設定値に関わらず、第１の目
標制駆動力Ｆｃ１を、目標制駆動力Ｆｃとして設定する。
【０１０４】
　一方、根拠把握フラグＦｄｋが“１”であって、運転者は加減速度の根拠を把握するこ
とは困難と推定されるときには、目標値切り替えフラグＦｄｋ３が“０”であって、先行
車Ｍ１が比較的大きな減速度での減速はしないと予測されるときには、運転者が加減速度
の根拠を把握することの可能な先行車Ｍ１との相対関係に重みを置いた第２の目標制駆動
力Ｆｃ２を、目標制駆動力Ｆｃとして設定する。このとき、運転者が加減速度の根拠を把
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握不可でありさらに、先行車Ｍ１が比較的大きな減速度で減速すると予測されるときには
、仮想先行車Ｍ１′の挙動予測に重みを置いた、第３の目標駆動力Ｆｃ３を目標制駆動力
Ｆｃとして設定する。
【０１０５】
　なお、ここでは、図９の選択マップに示すように、運転者が減速度の根拠を把握するこ
とは不可と推定され、且つ、先行車Ｍ１が比較的大きな減速度で減速すると予測されると
きには、第３の目標制駆動力Ｆｃ３を選択し、仮想先行車Ｍ１′に対する自車両の相対関
係に重みをおいて制駆動力制御を行う場合について説明したが、これに限るものではない
。例えば、第３の目標制駆動力Ｆｃ３と第１の目標制駆動力Ｆｃ１とのうち何れか減速度
が大きな方を選択し、これを目標制駆動力Ｆｃとして設定するようにしてもよい。
　このようにして、目標制駆動力Ｆｃを設定したならばステップＳ７に移行し、ステップ
Ｓ１３で設定した目標制駆動力Ｆｃに応じた制駆動力を発生するよう、制駆動力制御装置
２０を制御し、制動制御やエンジン出力制御を行って、目標制駆動力Ｆｃを発生させる。
【０１０６】
　次に、第２の実施の形態の動作を説明する。
　前記図５に示すように、自車両Ａの走行車線前方に、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２が存
在しているものとする。
　自車両Ａはこれら先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２と車々間通信を行い、自車両Ａの走行情
報を送信すると共に、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２の走行情報を受信し、これら前方車両
のそれぞれに対してＩＤ番号を付与し、それぞれの走行情報をＩＤ番号で管理する。
【０１０７】
　そして、受信した走行情報及び自車両の走行情報に基づいて、先行車Ｍ１及び先々行車
Ｍ２と自車両Ａとの相対関係がそれぞれ適切な相対関係となるようにし得る第１の目標制
駆動力Ｆｃ１を算出し（ステップＳ１～Ｓ３）、さらに、先行車Ｍ１と自車両Ａとの相対
関係に重みをおいた第２の目標制駆動力Ｆｃ２を算出する（ステップＳ４）。
　そして、自車両Ａの運転者が加減速の根拠を把握可能かどうかを推定し、このとき、例
えば、図５に示すように、自車両Ａ及び先々行車Ｍ２は走行車線の中央付近を走行してい
るが、先行車Ｍ１は、走行車線の右寄り或いは左寄りを走行しているときには、自車両Ａ
の運転者は先々行車Ｍ２を目視することが可能と予測し、根拠把握フラグＦｄｋは“０”
に設定される（ステップＳ５）。
【０１０８】
　さらに、先行車Ｍ１の車速Ｖ１及び先々行車Ｍ２の車速及び加減速度に基づいて、先行
車Ｍ１と先々行車Ｍ２との相対関係から、先行車Ｍ１が減速度のしきい値α１ｓよりも大
きな減速度で減速する可能性があるかどうかを判断し、これに応じて目標値切り替えフラ
グＦｄｋ３を設定し、比較的大きな減速度で減速する可能性があると予測されるときには
、先行車Ｍ１の挙動予測に重きをおき、減速すると予測される先行車Ｍ１と自車両との相
対関係が適切な値となり得る第３の目標制駆動力Ｆｃ３を算出する。
【０１０９】
　ここで、前述のように自車両及び先行車Ｍ１、先々行車Ｍ２が図５に示すような位置関
係で走行しており、自車両Ａの運転者が、先々行車Ｍ２を目視可能な状態で走行している
場合には、根拠判断フラグＦｄｋは“０”に設定される。このため、図９の選択マップか
ら、第１の目標制駆動力Ｆｃ１が選択されこれが目標制駆動力Ｆｃとして設定されるから
、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２と自車両との相対関係が適切な相対関係となるように制駆
動力が制御されることになる。このため、自車両Ａと先行車Ｍ１との車間距離、及び自車
両Ａと先々行車Ｍ２との車間距離がそれぞれ確保したい車間時間となるように自車両の制
駆動力が制御されることになり、例えば、この状態から、先行車Ｍ１が車線変更した場合
には、先行車がそれまでの先行車Ｍ１からそれまでの先々行車Ｍ２に切り替わることにな
るが、このとき、自車両Ａでは、先行車Ｍ１との車間距離及び先行車Ｍ２との車間距離が
それぞれ適値となるように制御しているから、先行車が切り替わった場合であっても、自
車両が大きく加減速することはなく、先行車の切り替わりに対して滑らかに移行すること
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ができる。
【０１１０】
　また、例えば、先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２が定速走行しており、自車両Ａもこれらと
所定の車間時間を保って定速走行している状態から、先々行車Ｍ２が減速した場合には、
自車両Ａでは、先々行車Ｍ２との車間距離が車間時間相当となるように制御されるため、
先行車Ｍ１は定速走行しているのにも関わらず自車両Ａは減速することになり、先行車Ｍ
１と自車両Ａとの間の車間距離が大きくなる。
　しかしながら、この場合、自車両Ａの運転者は先々行車Ｍ２を目視確認可能な状態にあ
ることから、先行車Ｍ１との車間距離が大きくなるにも関わらず自車両Ａが減速したとし
ても運転者に違和感を与えることはない。
【０１１１】
　このとき、例えば、自車両Ａと先行車Ｍ１及び先々行車Ｍ２とがほぼ同一直線上を走行
しており、その位置関係から自車両Ａの運転者は先々行車Ｍ２を目視確認することは不可
と推定されるときには、根拠把握フラグＦｄｋは“１”に設定される。このとき、先行車
Ｍ１がしきい値以上の大きさの減速度で減速する状況にないと予測されるときには、目標
値切り替えフラグＦｄｋ３は“０”に維持されるから、図９の選択マップから第２の目標
制駆動力Ｆｃ２が、目標制駆動力Ｆｃとして設定される。
【０１１２】
　このため、目標制駆動力Ｆｃとして、第２の目標制駆動力Ｆｃ２が設定されることにな
る。この第２の目標制駆動力Ｆｃ２は、先行車Ｍ１と自車両との相対関係に重みをおいた
車間制御により得られる値であるから、自車両Ａと先行車Ｍ１との車間時間が所定の車間
時間となり得る車間距離となるように制駆動力制御が行われる。したがって、自車両Ａと
先行車Ｍ１との車間距離が大きく開くことはない。したがって、自車両Ａの運転者が先々
行車Ｍ２を把握することができず、自車両Ａが減速する根拠を把握することが困難な状態
で自車両が減速することによって運転者に違和感を与えることを回避することができる。
【０１１３】
　このとき、先行車Ｍ１の車両挙動予測において、先行車Ｍ１が減速度のしきい値よりも
大きな減速度で減速すると予測されるときには、目標値切り替えフラグＦｄｋ３が“１”
に設定されることから、図９の選択マップから、目標制駆動力Ｆｃとして、第３の目標制
駆動力Ｆｃ３が選択される。この第３の目標制駆動力Ｆｃ３は、減速度のしきい値よりも
大きな減速度で減速すると予測される先行車Ｍ１が減速度α１ｓで減速したと仮定した場
合の仮想先行車Ｍ１に対して、仮想先行車Ｍ１′と自車両Ａとの相対関係が、適切な相対
関係となり得るように自車両に制駆動力を発生し、先行車Ｍ１の減速を想定して自車両の
制駆動力を制御しているから、先行車Ｍ１が減速した時点で十分な制動力を発生させるこ
とができ、安全性をより向上させることができる。
【０１１４】
　このように、この第２の実施の形態は、上記第１の実施の形態と同等の作用効果を得る
ことができると共に、この第２の実施の形態においては、自車両の運転者が、加減速度が
発生する根拠を把握することができないと推定されるときには、先行車Ｍ１と自車両との
相対関係が適切な相対関係となるように制駆動力制御を行うだけでなく、先行車Ｍ１とそ
の前方車両との相対関係から先行車Ｍ１の挙動を予測し、先行車Ｍ１が急減速すると予測
されるときには、先行車Ｍ１の現在の走行状況に関わらず、先行車Ｍ１が急減速する可能
性があると予測した時点でこれを考慮して自車両の制駆動力を発生させるようにしている
から、先行車Ｍ１の急減速に備えて的確なタイミングで制動を行うことができる。したが
って、先行車Ｍ１の急減速に伴って、自車両が急減速することを回避することができ、運
転者が、減速根拠を認識できない状態で、急減速作用することを回避し、安全性をより向
上させることができる。
【０１１５】
　なお、ここでは、先々行車Ｍ２を目視可能かどうかに基づいて根拠把握フラグＦｄｋを
設定した場合について説明したが、上記第１の実施の形態と同様に、車々間通信により獲
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得した先行車Ｍ１の走行情報の中のストップランプの作動情報から、先行車Ｍ１のストッ
プランプが点灯していると判断される場合、或いは、先行車Ｍ１との車間時間が、例えば
、確保したい車間時間のＲｘ％以下まで短くなったとき、或いは、先行車Ｍ１との相対速
度が、例えば、Ｖｒｘ〔ｋｍ／ｈ〕以下であって自車両の車速の方が大きく自車両が先行
車Ｍ１に接近する傾向にあるとき、或いは、先行車Ｍ１に対する衝突余裕時間がしきい値
よりも短くなったとき、さらに、先行車Ｍ１と自車両の相対関係から、自車両が減速する
根拠を短時間以内に認識できると予測できるかどうかに応じて、根拠把握フラグＦｄｋを
設定すればよいことはもちろんである。同様に、前記第２の目標制駆動力Ｆｃ２の算出方
法として前記第１から第４のいずれの算出方法を適用することも可能である。
【０１１６】
　なお、上記各実施の形態においては、車々間通信により先行車や先々行車の現在位置や
車速等の走行情報を獲得するようにした場合について説明したが、例えば、走行路側に設
けたインフラ設備によって、自車両前方の車両の走行状況を検出し、自車両では、これを
路車間通信によりインフラ設備から獲得し、これによって、自車両前方の車両の走行状況
を獲得するようにしてもよい。
【０１１７】
　ここで、上記各実施の形態において、車々間通信機１が走行情報獲得手段に対応し、図
２及び図８のステップＳ３の処理が第１の目標制駆動力算出手段に対応し、ステップＳ４
の処理が第２の目標制駆動力算出手段に対応し、ステップＳ５の処理が加減速根拠把握手
段に対応し、ステップＳ６の処理が目標制駆動力選択手段に対応し、ステップＳ７の処理
が制駆動力制御手段に対応している。
　また、図８のステップＳ１１の処理が先行車挙動推定手段に対応し、ステップＳ１２の
処理が第３の目標制駆動力算出手段に対応している。
【図面の簡単な説明】
【０１１８】
【図１】本発明の第１の実施の形態における走行支援装置の機能構成を示す構成図である
。
【図２】図１のコントローラで実行される第１の実施の形態における制駆動力制御処理の
処理手順の一例を示すフローチャートである。
【図３】車間距離制御演算における演算方法を説明するためのブロック図である。
【図４】自車両の位置を表すＸＹ座標と自車両の進行方向をＶ軸とするＵＶ座標との関係
を表す説明図である。
【図５】自車両の運転者が先々行車を目視することができるかどうかの判断方法を説明す
るための説明図である。
【図６】図２の制駆動力制御処理で用いられるエンジンブレーキトルク算出マップの一例
である。
【図７】本発明の第２の実施の形態における走行支援装置の機能構成を示す構成図である
。
【図８】第２の実施の形態における制駆動力制御処理の処理手順の一例を示すフローチャ
ートである。
【図９】図８の制駆動力制御処理で用いられる選択マップの一例である。
【符号の説明】
【０１１９】
　　１　車々間通信機
　　２　車速センサ
　　３　自車位置特定装置
　１０、１０ａ　コントローラ
　１１　第１の目標制駆動力演算部
　１２　第２の目標制駆動力演算部
　１３　加減速根拠把握推定部
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　１４　目標制駆動力切り換え部
　１５　制駆動力制御処理部
　２０　制駆動力制御装置
　２１　先行車挙動予測部
　２２　第３の目標制駆動力演算部

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】 【図８】

【図９】
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